
　通常国会への重要法案が次々と上程されている。
一体改革関連では、消費税増税を柱とする法案は３
月中に予定されるが、国保法改定法案が２月３日、
個人識別番号法案が２月１４日に提出され、障害者自
立支援法の改定法案として障害者総合支援法などが
準備されている。また新型インフルエンザ等対策特
別措置法案も提出された。
　国保法改定法案は財政運営の都道府県単位化や財

政基盤強化策の恒久化などを講ずるもの。
　共通番号制度（マイナンバー）についての「個人識
別番号法案」は、給付付き税額控除、総合合算制度
の導入の前提とされており、メリット論を前面に導
入を図る。医療情報の取扱いには特別法が必要とさ
れており、２０１３年通常国会への法案提出を予定する。
　障害者自立支援法については、法律名を変えるが、
民主党が公約した廃止は見送りとなるため障害者は
反発。改定案は障害者の範囲に難病を加えることや、
障害程度区分を施行後３年をめどに見直すなどの内
容。
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今月の主な動き

場　　所開始時間行　　　事
集合・地下鉄国際会館駅午前１０時環境ハイキング１日日

午後２時各部会３日火
ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会６日金
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時コミュニケーション委員会７日土
ルームＡ午後２時定例理事会１０日火
ルームＣ午後２時医院・住宅新（改）築相談室１１日水
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時税務記帳講習会１２日木
応接室午後２時環境対策委員会１３日金

こどもみらい館　第１研修室午後２時
市民公開講演会・反核医師の会第３２回定期総会記念講演
「隠された被曝労働」―日本の原発労働者―

１４日土

アミス午後２時傷害疾病保険審査会１７日火
ルームＡ午後２時金融共済委員会１８日水
ルームＣ午後１時ファイナンシャル相談室

１９日木
ルームＡ午後２時保険講習会Ａ
応接室午後２時法律相談室
ルームＣ午後２時雇用管理相談室
アミス午後２時３０分出版編集会議１９日木
ルームＢ午後２時手話サークル２０日金
舞鶴メディカルセンター午後２時３０分舞鶴医師会との懇談会２１日土
集合・三十三間堂前午前９時３０分文化ハイキング－平家物語ゆかりの史跡を巡る－２２日日
ルームＡ午後２時定例理事会２４日火
アミス午後２時経営相談室２５日水
京都烏丸コンベンションホール
（北部：舞鶴メディカルセンター）午後２時『新点数運用Ｑ＆Ａ・レセプトの記載』説明会

（第３次新点数検討会）２６日木
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※太字は一般参加の行事、詳細は後掲３３～３６ページ
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※「ルームＡ、Ｂ、Ｃ」、「応接室」及び「アミス」は京都府保険医協会事務所内の会議室の名称です。

場　　所開始時間行　　　事
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時新しく医療機関に勤められた方の研修会〈１日目〉５月１５日火
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時　　　　　　　　　〃　　　　　　　 　〈２日目〉５月１７日木
ルームＡ・Ｂ・Ｃ午後２時新規開業者予定者のための講習会５月１９日土

今
後
の
予
定



　新型インフルエンザ等対策特別措置法案は、国や
都道府県が必要だと認めた場合、医療関係者に対し、
医療や予防接種に関する協力を「要請」できる。医
療関係者が正当な理由なく要請に応じないときは、
特に必要だと認める場合に限り、その医療関係者に
「指示」することができるが、当初検討されていた罰
則は設けない。

一体改一体改革革
一体改革の対話集会、２月１８日から
　政府は２月１８日から、一般市民を対象として社会
保障・税一体改革に関する対話集会を始める。岡田
克也副総理（一体改革担当相）、小宮山洋子厚生労働
相、安住淳財務相、川端達夫総務相を中心に関係政
務三役が、国内各地で一体改革について説明する。
（２/１３MEDIFAXより）

社保拡大の財政影響示す／厚労省・特別部会
　厚労省は２月１３日の「短時間労働者への社会保険
適用等に関する特別部会」に、社会保険の適用を拡
大した場合に生じる保険者への財政影響（２０１５年度
推計値）を、月額の賃金水準別に示した。協会けん
ぽで最大６００億円、健保組合で最大１０００億円の財政負
担が生じる。一方、共済組合は最大７００億円、市町村
国保は最大１２００億円財政が改善される。
　資料では、新たに社会保険に加入する短時間労働
者の月収を、企業規模は考慮せずに▽９.８万円▽８.６万
円▽６.７万円▽５.４万円▽設定しない―の５パターン
に分けて保険者への影響を算出。協会けんぽは７０億
－６００億円、健保組合は２００億－１０００億円の負担増に
なる。
　企業規模別の試算も公表した。賃金水準を設定せ
ず従業員数３０１人以上の企業を対象にする場合、協会
けんぽは３００億円財政が改善し、健保組合は１２００億円

悪化する。１０１人以上を対象にすると、協会けんぽは
２００億円改善、健保組合は１４００億円悪化となる。
　事業者負担の影響についても口答で説明があっ
た。賃金水準別で、年金で６００億－３３００億円、医療保
険で４００億－２１００億円の事業者負担が見込まれると
いう。
　次回の同部会に、まとめに向けた「たたき台」を
示す方針。（２/１４MEDIFAXより）

政府、共通番号法案を閣議決定／医療情報は
１２年春以降に本格検討
　政府は２月１４日、社会保障・税の共通番号の導入
に向けてマイナンバー法案を閣議決定し、国会に提
出した。法案が成立した場合、政府は２０１４年６月に
個人や法人に番号を交付し、１５年１月以降、可能な
範囲で番号の利用を始める予定だ。厚労省はマイナ
ンバー運用を視野に入れ、１２年春以降、医療情報の
取り扱いに関する特別法案作成に向けて議論を本格
化させる。マイナンバーと医療情報の積極的な連動
は、事実上、特別法の成立が前提となる。厚労省は、
１３年通常国会への特別法案提出を目指す。
　マイナンバー法案の正式名称は「行政手続におけ
る特定の個人を識別するための番号の利用等に関す
る法律案」。政府は、関連法案も閣議決定した。政府
はマイナンバーについて、税、医療保険、年金、雇
用保険分野などで活用していく方針だ。医療・介護
などに関する自己負担の合計額に上限を設ける「総
合合算制度」や、低所得者に現金を還付する「給付
付き税額控除」も想定している。
（２/１５MEDIFAXより）

一体改革大綱を閣議決定／政府
　政府は２月１７日、社会保障・税一体改革大綱を閣
議決定した。１月にまとめた素案と同じ内容。野田
佳彦首相は閣議で、社会保障と税制改革関係法案の
提出に向けて作業を進め、引き続き与野党協議を呼
び掛けると発言。一体改革と合わせて行政改革や政
治改革、経済再生にも一体的に取り組むこと、引き
続き政府与党が一丸となって一体改革の実現に全力
を挙げることについても言及した。
　野田佳彦首相は一体改革に関する国民向けのビデ
オメッセージをネット上で発表。社会保障費の伸び
に言及し「働き盛りの保険料を中心に考える時代は
もう無理」と述べた。なおかつ将来世代の借金を増
やすべきではないとの考えを示し「今を生きる世代
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が広く薄く負担を分かち合う消費税を導入して、社
会保障を支える安定財源にしなければいけない」と
訴えた。（２/２０MEDIFAXより）

在宅医療「一つのモデルは佐久総合病院」／
岡田副総理
　岡田克也副総理（社会保障・税一体改革担当相）
は２月１８日、長野県佐久市のＪＡ長野厚生連佐久総
合病院を訪れ、在宅医療・訪問看護を手掛ける地域
ケア科や、ドクターヘリを視察した。地域ケア科の
医師から説明を受けた岡田副総理は、都市部の在宅
医療の在り方について関心を抱いていたという。岡
田副総理は、長野市で記者団に対し、一体改革は在
宅医療重視の方向性を示しているとして「その一つ
のモデルは佐久総合病院」と述べた。
　佐久総合病院は、地域医療への取り組みで全国的
に名を知られる。伊澤敏院長によると、地域ケア科
には兼任で１５人の医師が在籍し、他科の医師も必要
に応じて訪問診療をしている。現在、佐久市や南隣
の佐久穂町を中心に２７０人前後の患者を在宅で診て
いる状況だ。在宅のがん患者の場合、７割程度は自
宅で看取っているという。（２/２１MEDIFAXより）

規制改規制改革革
保険外併用療養で厚労省から聞き取り予定／
行刷・規制改革分科会
　政府・行政刷新会議の「規制・制度改革に関する
分科会」は２月１３日、これまで閣議決定された規制・
制度改革分野のうち、重点フォローアップ項目とし
て各省庁からヒアリングする１１テーマを発表した。
過半数の７テーマが医療・医薬関係で「保険外併用
療養の範囲拡大」などが含まれている。分科会は今
後、改革の取り組み状況について厚生労働省からヒ
アリングする予定だ。
　医療・医薬関連の７テーマは、保険外併用療養の
範囲拡大のほか▽再生医療の推進▽ドラッグラグ、
デバイスラグのさらなる解消▽ＩＣＴ（情報通信技
術）の利活用促進▽一般用医薬品のインターネット
等販売規制の見直し▽訪問看護ステーションの開業
要件の見直し▽医薬品および医療機器の審査手続き
の見直し―となっている。（２/１４MEDIFAXより）

診療報診療報酬酬
ＤＰＣ基礎係数、各病院に内示／Ⅱ群は
１.０８４０、Ⅲ群は１.０４２２
　厚生労働省は３月５日、２０１２年度診療報酬改定を
官報告示する。留意事項通知と施設基準通知も公表
する予定だ。一方、ＤＰＣ／ＰＤＰＳの見直しに関
しては、医療機関群別に設定する基礎係数などを最
終決定する３月中旬に告示する予定。厚労省保険局
医療課は、各医療機関に対し２月２７日付で基礎係数
などを内示（事務連絡）した。内示を受けた医療機
関関係者に対する取材によると、１２年度改定で新設
する基礎係数は▽Ⅰ群（大学病院本院・８０病院）＝
１.１５６５▽Ⅱ群（大学病院本院に準じた診療密度と一
定の機能を持つ病院群）＝１.０８４０▽Ⅲ群（Ⅰ・Ⅱ群
以外の約１３００病院）＝１.０４２２。
　厚労省保険局医療課の迫井正深企画官は、取材に
対して「まだ内示の段階であり、最終決定されたも
のではない」と述べ、Ⅱ群の病院数についても「中
医協総会に報告したように８０病院程度になる見通
し。告示で各群の病院名を公表する」とした。
　１２年度のＤＰＣ改定は、病院ごとの過去の報酬水
準を「調整係数」によって維持してきた制度から、
病院群別の平均水準（基礎係数）と病院ごとの診療
実績（機能評価係数Ⅱ）による評価に見直す第一歩
となる。
　迫井企画官は、基礎係数の「Ⅱ群」について「今
回の定義は（診療密度・医師研修・高度な診療技術・
重症患者に対する診療の）実績要件について、大学
病院並みに満たしていることを前提に設計した。診
療単価が高い病院の全てがⅡ群に入っているとは限
らない」と説明。「医療の世界は多様。今回の改定で
は３つのクライテリアを作ったがそれが全てではな
い」とも述べ、今回の設計は１８年度改定での「最終
形」に向けて基本レールを引いたものであるとの認
識を示した。（３/５MEDIFAXより）

財源配分は入院３３００億円、入院外１４００億円／
１２年度診療報酬改定
　厚生労働省は３月５日、２０１２年度診療報酬改定説
明会で改定財源の入院・入院外比率を公表した。医
科の改定財源４７００億円のうち、入院に３３００億円
（２.０７％増）、入院外に１４００億円（１.０１％増）が充てら
れる。
　今回の改定は前回と異なり、配分枠があらかじめ
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設定されていなかったため、同省保険局医療課が各
改定項目を積み上げて集計値を出した。
（３/６MEDIFAXより）

地域加算・離島加算を機能評価係数Ⅰに追加
／ＤＰＣ改定で迫井企画官
　厚生労働省保険局医療課の迫井正深企画官は３月
５日、地方厚生局と都道府県に対する２０１２年度診療
報酬改定説明会で、ＤＰＣ／ＰＤＰＳについて「機
能評価係数Ⅱは、ＤＰＣ対象病院に対して実績評価
のための届け出を求めていくことから、制度に対し
て十分理解してもらいたい」と協力を要請した。Ｄ
ＰＣ対象病院は４月１日時点で１５０５病院、約４８万床
となり、全一般病床の約５３.１％を占め「ＤＰＣ／Ｐ
ＤＰＳ対象病床が一般病床のマジョリティーになっ
ている」とした。
　説明会では、告示案と通知案を提示したが、基礎
係数や医療機関群別の医療機関名、機能評価係数Ⅰ
などを白紙で提示。迫井企画官は「現在、精査中で
あり、３月中の告示で示したい」と述べた。
　出来高点数を係数化している機能評価係数Ⅰの見
直しについては「地域加算」「離島加算」を新たに機
能評価係数Ⅰに加えるほか、出来高報酬体系の「デ
ータ提出加算」の新設に伴い、現在、機能評価係数
Ⅱとされているデータ提出係数のうち、データ提出
に関わる評価部分を機能評価係数Ⅰとして整理して
いることなどを説明した。
　１２年度改定の特長について迫井企画官は▽ＤＰＣ
／ＰＤＰＳの円滑な導入のために設定された調整係
数は、今後、段階的に基礎係数と機能評価係数Ⅱに
置き換える▽機能評価係数Ⅱについては、現行６項
目を基本とし、必要な見直しを行うとともに、各医
療機関群の特性を踏まえた評価方法を導入する―な
どを挙げ、ＤＰＣ対象病院の機能分化を促進してい
くとした。特に医療機関群のⅠ群・Ⅱ群とⅢ群では、
地域医療係数の体制評価などで、異なる機能や役割
を重点的に評価したと解説した。
（３/６MEDIFAXより）

医療医療法法
医療法施行規則改正案は４月施行／医政関係
課長会議
　厚生労働省は２月２９日、全国医政関係主管課長会
議を開いた。医政局総務課は医政局の２０１２年度予算

案の概要や医療提供体制の改革について説明。医療
計画への精神疾患の追加や、療養病床に関する看護
師などの人員配置の経過措置延長などを盛り込んだ
「医療法施行規則等の一部を改正する省令案」につい
ては、３月１０日までパブコメ募集を経て省令を３月
下旬に公布。４月１日から施行する予定だ。
　医師の確保や地域偏在の解消に向け司令塔の役割
を期待される「地域医療支援センター」については、
１１年度は１５道府県で事業が実施されている。指導課
は「１５道府県で１４０人の医師を県内医療機関に斡旋す
るなど、地域の医師確保に効果を挙げている」と述
べた上で、「最終的には全国展開を目指している。先
行実施県の責任は重大。実績が上がるよう取り組み
をお願いしたい」とした。今後は、全ての地域医療
支援センターで効率的・効果的な運営を進めるため、
活動内容や成果などを公表していく。
　災害医療体制の構築に向け、災害拠点病院以外の
医療機関へ広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩ
Ｓ）の加入を促進したいとした。
（３/１MEDIFAXより）

行政手法総動員し在宅医療進める／大谷医政
局長
　厚生労働省の大谷泰夫医政局長は２月２９日、全国
医政関係主管課長会議で挨拶し「今後の医療は患者
の生活・人生・地域を視野に入れた議論にシフトし
ていく必要がある」とした上で、「可能な限り住み慣
れた生活の中で必要な医療や介護を受けながら生活
したいという国民の希望に応えるべく、予算・診療
報酬・地域医療計画といったあらゆる行政手法を総
動員し在宅医療を進めていく。『在宅医療・介護あん
しん２０１２』として施策を展開していきたい」と述べ
た。
　また、大谷局長は医師確保について、医学部入学
定員の増員を図ったとした上で「地域医療支援セン
ターを現在の１５カ所から２０１２年度は５カ所増やす。
地域の医師確保の司令塔としての役割を期待してい
る。先行的に取り組みを行っている都道府県の実績
が次につながっていく」と成果に期待を寄せた。
（３/１MEDIFAXより）
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医療計医療計画画
医療計画、精神疾患の体制構築指針は３月下
旬／障害保健福祉主管課長会議
　厚労省は２月２０日、障害保健福祉関係主管課長会
議を開いた。その中で、社会・援護局障害保健福祉
部精神・障害保健課は医療計画に精神疾患が追加さ
れ５疾病５事業となることをあらためて説明した上
で、「精神疾患の医療体制構築に係る指針」について
３月２０日をめどに通知を発出する予定とした。一方、
認知症の医療計画については厚労省内の「認知症施
策検討プロジェクトチーム」での検討を踏まえた上
で通知を示したい考えで、指針に関する通知より発
出が遅れる見通しだ。
　次期医療計画では、精神疾患が加わり「５疾病５
事業」となる。精神疾患に関する医療計画の中でも
うつ病と認知症についてはターゲットをしぼって計
画を作成する方向だが、精神・障害保健課は「うつ
病の医療計画で、『鑑別診断ができる』『重症度を評
価できる』などどのような医療機関を選べばいいの
か分かりにくい」とした上で、「うつ病学会と客観的
に医療機関を選べる目安を相談している」と述べた。
また、認知症に関しては省内プロジェクトチームの
検討を踏まえて医療計画を作成したいとした上で、
「認知症疾患医療センターの整備、認知症の退院支
援・地域連携クリティカルパスの導入といった内容
を入れていきたい」とした。（２/２２MEDIFAXより）

提供体提供体制制
特定機能病院・地域支援病院で検討会、３月
１５日に初会合／厚労省
　厚生労働省は３月７日の社会保障審議会・医療部
会に「特定機能病院及び地域医療支援病院のあり方
に関する検討会」の設置を報告した。３月１５日に初
会合を開き、自由討論形式で病院機能の在り方につ
いて議論する。
　特定機能病院、地域医療支援病院については社会
保障審議会・医療部会が２０１１年１２月２２日に取りまと
めた「医療提供体制の改革に関する意見」で、承認
要件や外来診療の在り方について制度の見直しを求
める意見を示していた。
　医療部会は意見の中で、特定機能病院について▽
医療資源の効率的配分や勤務医労働環境への配慮の
観点から外来診療の在り方を見直すべき▽体制・機

能を強化するため承認要件や業務報告の内容を見直
す必要がある▽更新制度や評価方法を検討する必要
がある―と指摘した。一方、地域医療支援病院につ
いても▽制度理念を踏まえて外来診療の在り方を見
直すべき▽他医療機関との連携の在り方を評価に入
れるべき▽承認要件や業務報告の内容などを見直す
必要がある―と指摘していた。
構成員は以下の通り。
　▽上田茂・日本医療機能評価機構理事▽梅本逸郎・
時事通信社外国経済部長▽遠藤久夫・学習院大経済
学部教授▽梶井英治・自治医科大教授▽齋藤訓子・
日本看護協会常任理事▽堺常雄・日本病院会長▽佐
藤保・日本歯科医師会常務理事▽島崎謙治・政策研
究大学院大教授▽土屋文人・日本薬剤師会副会長▽
西澤寛俊・全日本病院協会長▽霜鳥一彦・健康保険
組合連合会理事▽邉見公雄・全国自治体病院協議会
長▽松田晋哉・産業医科大教授▽眞鍋馨・長野県健
康福祉部長▽宮崎勝・千葉大付属病院長▽森山寛・
東京慈恵会医科大付属病院長▽横倉義武・日本医師
会副会長（３/７－８MEDIFAXより）

急性急性期期
高度急性期・一般急性期の在り方検討へ／日
病・常任理事会
　日本病院会は２月２５日、常任理事会を開き、社会
保障と税の一体改革が描く２０２５年の将来像について
「高度急性期」「一般急性期」での適切な平均在院日
数や病床数、病床稼動率などについて、データに基
づいて提言する方針を決めた。常任理事会後、堺常
雄会長が取材に答えた。日本病院団体協議会も２５年
の医療・介護サービスの在り方について検討してい
く方針だが、日病としても単独にデータを踏まえて
提言していくとした。堺会長は「高度急性期、一般
急性期を考えた場合、現時点でＤＰＣ／ＰＤＰＳ、
７対１看護配置、急性期病床群（仮称）がキーワー
ドに挙がった」とした。（２/２８MEDIFAXより）

急性期病床群、議論は振り出しに／厚労省・
作業グループ
　急性期病床群（仮称）認定制度の議論が振り出し
に戻った。厚生労働省は３月１２日、社会保障審議会・
医療部会の「急性期医療に関する作業グループ」（座
長＝田中滋・慶応大経営大学院教授）の５回目の会
合で、急性期病床群の認定要件案や医療法での位置
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付けを説明したが、日本医師会の中川俊男副会長と
日本医療法人協会の日野頌三会長が「なぜ医療法で
位置付ける必要があるのか」と猛反発。根本的な議
論に戻った。ただ、議論で賛成派・反対派・慎重派
のそれぞれの主張や懸念は明確になった。
　厚労省医政局総務課は整理案を説明し、都道府県
での認定要件の骨格を示した。急性期病床群につい
ては幅広い機能を担う一般病床の中で「比較的高い
診療密度を要する医療を提供する病床（群）」として
医療法に位置付けるとした。認定要件は▽人的体制
▽構造設備基準▽提供している医療の機能や特性―
を基本にするとし、医療機能・特性については▽救
急入院の患者が占める割合が一定以上▽手術を受け
る患者の割合が一定以上▽平均在院日数―で規定す
る考えを示した。（３/１３MEDIFAXより）

審査・指審査・指導導
指導・監査に弁護士の立ち会いを／健保法改
正研究会が発足
　厚生労働省地方厚生局の保険医療機関などに対す
る指導・監査や行政処分の行き過ぎが萎縮医療の原
因になっているとして、弁護士や医師らが健康保険
法の改正を求める「指導・監査・処分改善のための
健康保険法改正研究会」を２月２３日に立ち上げた。
同研究会は手始めに、指導・監査の現場に弁護士が
立ち会えるようにする「弁護士の選任権」を求めて
いる。今後、この問題を医療関係者や国民に提起し、
指導・監査問題に対する世論形成を図りながら健保
法改正を目指す。
　健保法第７３条では、指導の際、必要性が認められ
る場合には学識経験者を関係団体の指定の下に立ち
会わせることができる。ただ、同研究会の井上清成
代表弁護士によると、実際に立ち会っている都道府
県医師会は中立の立場を取っており、指導を受ける
医療機関を弁護する立場にはないという。弁護士が
指導現場に居合わせる「帯同」は多くの地域で認め
られるようになっているものの、弁護士の発言は許
されていないのが現状のようだ。井上弁護士らは「医
師が複数の指導官に取り囲まれ調書を作成されてお
り、弁護士は口を挟むこともできない。弁護士が立
ち会えないのは警察捜査のときくらいのもので、前
時代的な状態だ。地方厚生局が調書を作成する段階
から弁護士が発言できるようになれば、医学的観点
に沿った主張をしやすくなる」と指摘する。

　同研究会は６人で発足し、医療訴訟に詳しい井上
弁護士と石川善一弁護士が「代表弁護士」を務める。
２０１１年５月に東京高裁が保険医療機関指定と保険医
登録の取り消し処分を違法と判断した「溝部訴訟」
原告の溝部達子医師が事務局長に就いている。
（２/２４MEDIFAXより）

不正請求、額に関係なく医業停止３月／医道
審医道分科会が答申
　厚生労働省の医道審議会医道分科会は３月４日、
保険医取り消し処分を受けた医師・歯科医師への医
師法・歯科医師法による行政処分の方針として、診
療報酬の不正請求で取り消し処分を受けた場合に
は、不正額にかかわらず「一定の処分」を行うとの
答申をまとめた。審査した不正請求による保険医取
り消し処分６事案（医師２人・歯科医師４人）に対
する行政処分は、いずれも一定の処分として「医業
（歯科医業）停止３月」となった。同様の事案に対する
従来の停止期間に比べると厳罰化されたことになる。
　健康保険法の検査（監査）を拒否した場合は、よ
り重い処分となる。答申では、社会保険制度の下で
医療を行う医師・歯科医師の職業倫理の観点から検
査拒否は「到底許されるべきではない」とした。こ
れまでは検査拒否によって不正請求の事実が確定し
ないために、行政処分を受けない「逃げ得」事案も
あったという。審議では歯科での検査拒否２事案が
いずれも「歯科医業停止６月」の処分となった。今
後は「６月」が処分の目安になる。分科会は２００４年
３月に検査拒否を「厳正に処分する」との方針を公
表していたが、検査拒否を理由とする行政処分は今
回が初めて。（３/６MEDIFAXより）

臨床研臨床研究究
「臨床研究中核病院」整備へ公募要件決定／
厚労省
　厚生労働省は、国際水準（ＩＣＨ－ＧＣＰ準拠）
の臨床研究を行う「臨床研究中核病院」（仮称）の公
募要件を決めた。３月１２日に公表し、２０１２年度予算
成立後に公募を開始する。出口戦略を見据えた臨床
研究計画や多施設共同臨床研究の立案機能を保有す
ることなどが条件で、１２年度は全国から５カ所（う
ち東日本大震災被災地１カ所）を選定する。１３年度
までに計１５カ所程度を整備する。
　臨床研究中核病院は、承認申請データとして活用
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できる国際水準の臨床研究や医師主導治験を実施す
る中核拠点と位置付ける。具体的には、アカデミア
発の医薬品候補物質の安全性・有効性を確認する臨
床研究や、患者数が少なく企業が開発を進めにくい
難病・小児疾患分野などの医師主導治験、既存薬の
組み合わせ等による最適な治療法を見いだすための
市販後臨床研究に取り組む。
　公募の要件は、▽出口戦略を見据えた適切な臨床
研究計画の企画・立案▽適切で透明性の高い倫理審
査の実施▽ＩＣＨ－ＧＣＰに準拠したデータの信頼
性保証の確保▽シーズに関する知的財産の管理・技
術移転の実施▽質の高い多施設共同臨床研究の企
画・立案―などの機能を持つこと。研究分野の指定
はない。１１年７月に早期・探索的臨床試験拠点に選
ばれた５カ所（国立がん研究センター東病院、大阪
大病院、国立循環器病研究センター、東京大病院、
慶応大医学部）は応募できない。
　応募機関は今後５年間の臨床研究計画を提出す
る。応募の締め切りは４月中旬を予定。提出書類を
受け厚労省内の第三者評価会議が書面評価と応募者
へのヒアリングを非公開で行い、その評価結果を踏
まえて５月下旬に選定する見通し。
　１２年度予算案では医療機関の体制整備に２５.５億
円、研究費に５億円を投じる計画。各医療機関の申
請内容に応じて補助金の配分を決める。予算成立後、
事業を早期にスタートさせる。
　厚労省医政局研究開発振興課は、「１１年実施した早
期・探索的臨床試験拠点の単なる施設数の増加では
なく、早期・探索以外に医師主導治験や多施設共同
研究も含めて質の高い臨床研究を行える拠点を整備
していく」としており、臨床研究中核病院には他の
医療機関に対する研究支援も求めている。
（３/１３MEDIFAXより）
 

がん対がん対策策
次期がん計画案を了承、受診率に６９歳の上限
設定／厚労部門会議
　民主党の厚生労働部門会議（長妻昭座長）は３月
１日、厚生労働省が午後の「がん対策推進協議会」
に示す次期がん対策推進基本計画案を了承した。基
本計画案はがん検診受診率の目標について「５年以
内に５０％」を維持する一方、検診受診率の算定に当
たっては対象年齢に６９歳の上限を設けることを盛り
込んだ。胃、肺、大腸がんの検診受診率の目標は当

面４０％とする。また、２０２２年度までに成人喫煙率を
１２％にする数値目標も盛り込んだ。
（３/２MEDIFAXより）

がん対策推進基本計画変更案を答申／がん対
策推進協
　次期がん対策推進基本計画に向けて小宮山洋子厚
生労働相からの諮問を受けた厚生労働省のがん対策
推進協議会（会長＝門田守人・がん研究会有明病院
長）は３月１日、がん対策推進基本計画（変更案）
を答申した。答申を受けた小宮山厚労相は「協議会
の議論から、がん患者は体の痛みだけでなく、心の
痛みや社会的な痛みにも直面していることが明らか
になった。そのような現状を踏まえ、計画を変更し、
関係省庁とも協力の上でがん対策を総合的・計画的
に進めていきたい」と述べた。厚労省は６月をめど
に閣議決定したいとしている。
　がん対策推進基本計画の変更に向けては、専門的
な知見を必要とする「がん研究」「緩和ケア」「小児
がん」については協議会の下に専門委員会を設置し
議論を深めてきた。変更案では、全体目標に「がん
になっても安心して暮らせる社会の構築」を、重点
課題に「働く世代や小児へのがん対策の充実」を追
加した。
　変更案の答申に当たって門田会長は「できるだけ
委員の議論を反映していく方針でやってきた。変更
案も答申し、今後は本質的なディスカッションをし
ていきたい」と述べ、がん対策の議論を深化させる
意気込みを示した。（３/２MEDIFAXより）

尊厳尊厳死死
尊厳死、医師の免責範囲を一本化へ／超党派
議連
　与野党の国会議員でつくる「尊厳死法制化を考え
る議員連盟」（会長＝増子輝彦・民主党参院議員）は
３月１日、役員会を開き、議員立法を目指す法案内
容について議論した。これまで医師の免責範囲につ
いて５案が浮上していたが、内容を一本化する方針
となった。関係者によると、患者本人が希望して家
族が拒まない場合、医師が新たな延命措置を始めな
くても免責される考え方を土台に、法案をまとめる。
免責対象に延命治療の「中止」は含めず、患者本人
の意思が不明な場合も対象外とする方向だ。
（３/２MEDIFAXより）
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精神医精神医療療
精神保健医療福祉の将来ビジョン報告書まと
まる／日精協
　日本精神科病院協会は、精神科医療の適正化の促
進などを含む今後の精神保健医療福祉の方向を提示
した将来ビジョン戦略会議検討報告書「我々の描く
精神医療の将来ビジョン」をまとめた。
　中でも精神科入院医療の適正化については、治療
密度を上げ機能別に対応できるように、現在の１病
棟当たりの病床数（おおむね６０床以下）を大幅に少
なくし、１２－１６床程度の病床数で病棟や治療ユニッ
トを構成すべきとしている。
　病室は個室で構成されることが望ましく、隔離室
については一時的な利用を行う「観察室」としての
位置付けを明確にし、病床は別に有するべき（バッ
クベッドを持つ）としている。
　また、精神科治療の現場は多職種協働のチーム医
療が主体であり、看護職だけの現場ではないとし、
医療法基準の精神科の部分を改変し、看護職以外の
必要な医療専門職を加えた配置基準にすべきとし
た。
　一方、精神科入院医療の中で介護的対応が必要な
入院患者を移行させるためには、介護保険サービス
施設を用意する必要があるとし、転換型老人保健施
設の精神病床版「精神介護型老健」（仮称）の創設を
提言。これまで精神症状があることで受け入れを拒
否されてきた高齢の精神科病院入院患者が、医学的
管理の下で介護を受けることが可能な施設へ移行で
きるとした。また、「精神介護型老健」は療養病床か
らの転換型老健のように既存の資源で対処していく
ことが現実的としている。
　このほか、精神科治療での入院治療の短縮化や再
入院を減らすための「デイホスピタル機能」の創設、
在宅訪問治療のガイドラインの策定なども提言して
いる。（３/１MEDIFAXより）

新型フ新型フルル
医師への「指示」も「罰則」はなし／新型フ
ル特措法案
　政府は３月１日、民主党の内閣・総務・厚生労働
合同部門会議に、検討中の新型インフルエンザ等対
策特別措置法案を示した。法案では、国や都道府県
が必要だと認めた場合、医療関係者に対し、医療や

予防接種に関する協力を「要請」することができる。
医療関係者が正当な理由なく要請に応じないとき
は、特に必要だと認める場合に限り、その医療関係
者に「指示」することができる。ただし、この点に
ついて医療関係者に対する罰則は設けていない。政
府は今後、地方自治体との協議などを通じて最終的
な法案内容を固める姿勢だ。
　内閣官房新型インフルエンザ等対策室が示した法
案では、厚生労働大臣や都道府県知事が医療関係者
に要請・指示する場合、医療関係者の生命や健康の
確保に十分配慮し、危険が及ばないよう必要な措置
を講じなければならない。要請・指示する場合、国
や都道府県は政令で定める基準に基づき、医療関係
者に実費を払う必要がある。要請・指示に従った医
療関係者が死亡したり疫病にかかったりした際は、
損害を補償しなければならない。
　医療機関や医薬品・医療機器製造販売業者などは、
緊急事態の場合、医療行為を続けたり医薬品・医療
機器を確保したりするために必要な措置をとらなけ
ればならない。
　また法案では、国民は新型インフルエンザ対策へ
の協力などに努めなければならないとした一方で、
対策に関しては憲法が保障する国民の自由と権利を
尊重しなければならないと記している。国民の自由
と権利に制限を加える場合も、制限は「必要最小限
のものでなければならない」としている。
　罰則が適用されるのは▽医薬品など必要物資につ
いて知事が保管命令を出したのに、生産者や販売業
者が物資を隠したり捨てたりした▽都道府県が臨時
医療施設を開設したり、必要物資の保管を命じたり
するために立ち入り検査をした際に、拒否・妨害し
た―などのケースになる。（３/２MEDIFAXより）

支援支援法法
障害者支援、難病患者を給付対象に追加／厚
労省が新法骨子案
　政府が今国会への提出を予定している「障害者自
立支援法等の一部を改正する法律案（仮称）」につい
て、厚労省は２月７日、民主党厚生労働部門会議障
がい者ワーキングチームに骨子案概要を示した。新
たに難病患者をサービス給付の対象に加えるほか、
施行から５年をめどに障害程度区分や就労支援を見
直すことや、共同生活介護（ケアホーム）と共同生活
援助（グループホーム）の一元化などを盛り込んだ。
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　改正案はいわゆる「制度の谷間」の解消に向けて、
難病患者を新たに障害者の範囲に追加する。想定さ
れる対象について、難治性疾患克服研究事業の対象
１３０疾患と関節リウマチが挙がっている。
　このほか、障害程度区分と就労支援の在り方は施
行後５年をめどに検討を行い、必要な措置を講じる
規定を設ける。地域移行への対応では、共同生活を
行う住居で柔軟なケアを実現させるためにケアホー
ムとグループホームを一元化する。
　障がい者制度改革推進会議・総合福祉部会が骨格
提言で示した利用者負担の原則無料は、２０１０年４月
から低所得者の利用が無料であることや、無料でサ
ービスを利用している人の割合が１１年１０月時点で
８５.５％に上ることなどを挙げ、「共通番号制度におけ
る利用者負担の合算の議論を踏まえた検討が必要」
として検討課題にとどめた。
●新たな理念と名称見直しで、自立支援法を事実上
廃止へ

　民主党は０９年衆院選マニフェストで自立支援法の
廃止を訴えていたが、厚労省はサービス事業者の指
定や支給決定の仕組みを新法に沿ってやり直す手続
きを踏めば、自治体の負担が増える点などを説明。
法律に「共生社会の実現」「社会的障壁の除去」の理
念を新たに盛り込み、名称も見直すことで事実上の
廃止とみなす案を示した。
　新たな法律の施行期日は１３年４月１日で、このう
ちケアホームとグループホームの一元化は１４年４月
１日を予定。（２/８MEDIFAXより）

障害者支援、厚労省案に批判相次ぐ／総合福
祉部会
　厚労省は２月８日、障がい者制度改革推進会議・
総合福祉部会に障害者自立支援法改正案に関する厚
労省骨子案を提示した。佐藤部会長ら出席委員は福
祉部会の骨格提言が反映されていないと指摘した
が、津田弥太郎政務官は「提言の内容は段階的、計
画的に目指したい」と述べ、方針に理解を求めた。
　議論では、骨子案が福祉部会の意向を反映してい
ないこと、自立支援法が廃止にならないことについ
て意見が集中した。佐藤部会長は提言した内容（６０
項目）のうち、法の理念やケアホーム・グループホ
ームの一元化など３項目を「不十分ながら取り入れ
ている」と評価したが、４８項目を「全く触れていな
い」、９項目を「内容が不明確」と指摘して「何のた
めに汗を流してきたのか」と苦言を投げ掛けた。

　自立支援法を改正する措置には出席委員から「廃
止を前提に議論してきたはずだ」などと批判が相次
いだ。サービス事業者の指定などで自治体に負担を
強いることに懸念を示し、方針に理解をみせる意見
もあった。
　政府は３月中旬の法案提出を予定しているが、福
祉部会が再び開かれる見通しは不透明。佐藤部会長
は部会後、「これが当事者に対する意見の聞き方か、
という反発はある」と述べた。（２/８MEDIFAXより）

障害者支援厚労省案で原告団と意見交換／津
田政務官
　厚労省の津田弥太郎政務官と障害者自立支援法違
憲訴訟原告団・弁護団が２月９日、省内で面会し、
障害者支援の改革案について意見を交わした。弁護
団事務局長の藤岡毅弁護士は会見で厚労省の方針に
強い不快感を示し、「信頼が裏切られた」と述べた。
　藤岡氏によると、津田政務官は改革案の趣旨を説
明して理解を求めたが、原告団・弁護団との間で、
目立った接点は見いだせなかった。藤岡氏は自立支
援法を廃止させることを明記した国との基本合意が
守られなければ、今後、さまざまな集団訴訟の和解
による解決に悪影響が出る点などを主張した。会見
では薬害肝炎やＢ型肝炎などの弁護団との連名によ
る抗議声明を読み上げ、「基本合意は国家として遵守
すべき法的文書であって訴訟の和解の中心をなす。
国はあらためて銘記すべきだ」と訴えた。
（２/１０MEDIFAXより）

障害者自立支援法改正案を了承／厚労部門会議
　民主党の厚生労働部門会議（長妻昭座長）は２月
２９日、今国会に提出する障害者自立支援法改正案を
概ね了承した。障害者の範囲に難病を加えることや、
略称を「障害者総合支援法」にすること、障害程度
区分を施行後３年をめどに見直すなどの内容。一部、
文言の修正が残っているが、長妻座長に一任された。
２０１３年４月の施行を目指す。
　「ワーキングチーム（ＷＴ）で出た論点について、再
び議論になった」――。部門会議終了後、岡本充功・
障がい者ＷＴ座長は記者団の取材に、そう答えた。
障害者自立支援法改正案は、部門会議の下に設置さ
れた同ＷＴが検討してきた経緯がある。
　民主党は０９年の衆院選マニフェストで、自立支援
法を廃止して新法をつくることを掲げていた。違憲
訴訟の原告との和解でも、合意文書に「廃止」が盛
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り込まれた。
　しかし、新法を作るとサービス事業者をあらため
て指定する必要があり自治体に負担が生じるなどの
理由から、同法を廃止せず法改正で対応した。
　部門会議では一部の議員から、「廃止すべき。改正
では基本合意に反する」という趣旨の意見が出た。
そうした意見に対し、合意当時に厚生労働大臣を務
めていた長妻座長は、「『まさに今回の改正案の内容
を進めていくという思いでサインをした』と説明し
た」（岡本氏）という。名称を変更して法律の基本理
念を新たに掲げたことや、難病患者を加えたり重度
訪問介護の対象を拡大するなどの内容の変更によ
り、事実上、新たな法律になったと位置付け了承を
取り付けた。文言調整をした上で閣議決定する。
（３/１MEDIFAXより）

健健 診診
加減算ルール、保険者間で思惑交錯／保険者
の健診・保健指導検討会
　厚生労働省保険局の「保険者による健診・保健指
導等に関する検討会」は２月２４日、２０１３年度から導
入する後期高齢者医療制度支援金の加算・減算ルー
ルについて審議した。厚労省は、国が特定健診の達
成目標として定めた「参酌標準」を基準とし、目標
値を達成できれば支援金の負担が減り、目標値を下
回れば負担が増える具体的な仕組みを提示。イメー
ジとして、保険者が負担を分け合うパターンを４案
示した。ただ、単一健保や総合健保、共済組合は参
酌標準に近い健診実施率を出しているものの、市町
村国保や国保組合では参酌標準に大きく届かない状
況にあるため、制度設計段階で各保険者の思惑が交
錯し、まだ合意には至っていない。同検討会は３月
２２日の次回会合で再度、加減算ルールについて議論
する予定。１２年度の早い段階で制度設計を固めたい
考えだ。（２/２７MEDIFAXより）

生活保生活保護護
生活保護、指導対象の選定基準を近く策定／
厚労省
　厚生労働省は２月２３日、民主党厚生労働部門会議
の生活保護ワーキングチーム（ＷＴ、座長＝梅村聡
参院議員）に、生活保護制度見直しの取り組み状況
を報告した。厚労省は近く、生活保護に関して指導

対象となり得る医療機関の選定基準をまとめる姿勢
だ。「自治体の判断の参考になるような基準」（社会・
援護局保護課）を想定しているという。
　２０１１年１２月の「生活保護制度に関する国と地方の
協議」による中間取りまとめは、生活保護の医療扶
助について、適正化対象選定基準をまとめる方針を
示していた。またＷＴは、中間取りまとめで「不必
要な医療を過剰に提供する等の不適切な診療を行う
医療機関に対する指導を強化する」と記している。
　厚労省は１月、医療扶助適正化に向けた電子レセ
プトの活用方法について、自治体にマニュアルを配
った。生活保護レセプトの請求件数が多い医療機関
など、社会保険診療報酬支払基金から提供を受けた
情報も自治体に伝えた。１０月からは、自治体の福祉
事務所のレセプトチェック機能を強化し、レセプト
１件当たりの点数が突出している医療機関などを抽
出できるようにする予定だ。（２/２４MEDIFAXより）

生活保護受給者の後発品使用へ指導員派遣／
厚労省
　厚生労働省は２０１２年度から、生活保護受給者の自
宅やかかりつけの医療機関、薬局に「医療扶助相談・
指導員（仮称）」を派遣し、後発医薬品の使用を促す
取り組みを始める。電子レセプトを活用した医療費
の点検も強化し、過度に医療機関を受診する「頻回
受診」などを是正する。
　各指導員は生活保護受給者の自宅などを訪れ、先
発品と後発品の違いなどを説明し後発品を使うよう
勧める。また、医学的な相談も受け付け、頻回受診
への助言指導なども行う。
　また、福祉事務所は電子レセプトを活用した頻回
受診の是正にも取り組む。生活保護受給者が医療機
関を受診した場合、医療費請求のレセプトは社会保
険診療報酬支払基金を通じて各福祉事務所に提出さ
れる。電子レセプトが１１年度から導入され福祉事務
所は生活保護受給者の医療情報をパソコン上で把握
しているが、頻回受診をしている生活保護受給者を
抽出するためのソフトがなかった。
（２/２９MEDIFAXより）

産科補産科補償償
制度見直しに向け検討開始／産科補償制度
　日本医療機能評価機構の産科医療補償制度運営委
員会は２月１５日、同機構で会合を開き、２０１４年の制
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度見直しに向けて検討作業を開始した。産科医療補
償制度は、０９年１月の制度開始から５年に当たる１４
年１月に制度見直しを行う。事務局からは▽補償対
象範囲▽補償額▽分娩機関が損害賠償責任を負う場
合の補償金との調整の仕組み▽補償金を受け取った
保護者への損害賠償請求権の制限―などの論点が提
示された。
●３年間で２５２件認定
　現状報告によると、０９年１月から１１年１２月までの
３年間で補償申請があった重度脳性まひ児に対する
審査件数は２７４件。このうち２５２件が補償対象と認定。
補償対象外となった事案は１０件で、一度は補償対象
外となったものの再申請可能と判断された事案が９
件、継続審議の事案が３件あった。補償申請から補
償金が支払われるまでの平均期間は７３日だった。
　補償対象２５２件のうち、損害賠償請求等が行われて
いる事案は１８件あった。
　事務局は参考データとして、産婦人科の訴訟件数
について年次推移を示した。年間平均訴訟件数を見
ると、制度発足前の０４－０８年は１３４.８件だったが、発
足後の０９－１０年は８６.５件と約３５％減少した。
（２/１６MEDIFAXより）

事故事故調調
医療事故調、制度化へ本格議論を再開／厚労
省検討部会が初会合
　厚労省の「医療事故に係る調査の仕組み等のあり
方に関する検討部会」は２月１５日、同省内で初会合
を開き、医療事故調査の仕組みや再発防止の在り方
を検討するに当たり「医療事故調査を行う目的」か
らあらためて議論を始めることなど今後の検討方針
を固めた。初会合では医師法２１条をめぐる捜査機関
との関係や調査の対象・範囲について構成員から活
発な意見が出た。医療事故調査の制度化をめぐって
は、厚労省はこれまで第３次試案（２００８年４月）や
医療安全調査委員会設置法案（仮称）大綱案（同６
月）を示してきたが、政権交代で議論は頓挫。民主
党からの代案（民主党案）についても議論の進展は
なく、国による本格的な検討が０８年１２月以来３年ぶ
りに再開することになる。
　医療事故の原因究明・再発防止については、１１年
８月から開催されている無過失補償制度をめぐる検
討会（検討部会の親会議）の検討課題でもある。厚
労省は新たな検討部会の設置によって医療事故調査

制度の構築に向け集中的に審議を進める考えだ。
　構成員は▽鮎澤純子・九州大大学院医学研究院准
教授▽有賀徹・昭和大病院長▽飯田修平・練馬総合
病院長▽岩井宜子・専修大法科大学院教授▽加藤良
夫・栄法律事務所弁護士▽高杉敬久・日本医師会常
任理事▽豊田郁子・新葛飾病院セーフティーマネー
ジャー▽中澤堅次・秋田労災病院第二内科部長▽樋
口範雄・東京大大学院法学政治学研究科教授▽本田
麻由美・読売新聞社会保障部記者▽松月みどり・日
本看護協会常任理事▽宮澤潤・宮澤潤法律事務所弁
護士▽山口育子・ＮＰＯ法人ささえあい医療人権セ
ンターＣＯＭＬ理事長▽山口徹・虎の門病院長▽山
本和彦・一橋大大学院法学研究科教授。
（２/１６MEDIFAXより）

電子電子化化
社会保障・税番号制度の対応も議論／医療情
報ＮＷ検討会
　厚生労働省は、医療情報システムの安全管理策な
どを検討してきた「医療情報ネットワーク基盤検討
会」の所管を医政局から政策統括官（社会保障担当）
に移した。社会保障・税一体改革に向けて、厚労省
内全体で意思統一を図りながら社会保障・税番号制
度の検討を進めていく必要があるため。２月２０日に
２００９年１１月以来となる同検討会を開き、処方せんの
電子化などについて議論した。
　会合では、政府のＩＴ戦略本部の決定に従い、処
方せんの電子化への対処方針について意見交換し
た。処方情報を電子化して医薬連携を進めれば、医
療安全や調剤業務の効率化に活用できる可能性があ
る。ただし、電子化されていない医療機関も多数あ
り、即座に紙による処方せんを廃止してしまうと実
務上の障害が起きると予想されている。そのため同
検討会は、処方せんに記載されている情報を電子化・
ネットワーク化して運用する方法の検討と同時に、
紙の処方せんを廃止できる条件についてさらに議論
を深めることにした。３月中旬に開かれる次回会合
で、同検討会の下部組織に当たる作業班が報告書を
提示する。その上で、０８年７月に同検討会が策定し
た「処方せんの電子化について」の報告書を改訂し
たい考え。（２/２１MEDIFAXより）
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日本版ＥＨＲ、安全な患者情報共有など検証
／広島県東部
　個人が自らの医療・健康情報を生涯にわたって電
子的に管理・活用することを目指す総務省の「日本
版ＥＨＲ（Electronic Health Record）事業」とし
て、医療と介護での連携の実証実験が２０１１年度、広
島県東部で行われている。広島県厚生農業協同組合
連合会（ＪＡ広島厚生連）尾道総合病院が地域中核
病院となり、広島県尾道市、福山市、三原市の地域
医師会・薬剤師会などの協力を得て実施。急性期病
院から開業医・在宅・介護施設までの患者の情報共
有について「安全かつ効率的な情報提供の仕組み」
「重複検査・重複投薬の減少状況」などを検証する。
　この実証実験では、尾道総合病院に紹介があった
患者や、同病院が逆紹介した患者のうち、同意を得
られた２３５人（２月２９日時点）の患者の画像情報、電
子カルテ、電子処方箋、検査データを、医療機関や
介護施設、調剤薬局など約６０施設で情報共有する。
１２年３月の総務省の会合で、安全な情報共有や重複
投薬の減少率などについて報告する予定。
（３/１MEDIFAXより）

処方箋電子化のロードマップを策定へ／国家
戦略会議
　政府の国家戦略会議（議長＝野田佳彦首相）は３
月２日、民間議員の提言を受け、処方箋の電子化・
電磁的交付の実現に向けたロードマップを２０１２年度
以降、可能な限り早期に策定する方針を固めた。遠
隔医療の普及・拡大に向けたロードマップは１２年度
中の策定を目指す。創薬支援機構を速やかに設置す
ることや、医療関連分野を成長産業に育成して健康
長寿社会の実現を目指す「医療イノベーション戦略」
を５月までに決定することも確認した。
（３/５MEDIFAXより）

広広 告告
ホームページは「広告ではない」を維持／厚
労省検討会が報告書
　厚生労働省の「医療情報の提供のあり方等に関す
る検討会」は２月２９日、医療機関の広告規制や都道
府県で実施する医療機能情報提供制度の今後の対応
などについて報告書を取りまとめた。３月７日の社
会保障審議会・医療部会に報告する。
　報告書では、医療機関のホームページについて、

医療法で原則禁止とする「広告」とは見なさないと
する従来の方針を維持した。医療機関のホームペー
ジにも広告としての性格はあるものの、医療機関の
理念や特徴、地域活動についての紹介情報や医療職
種の採用情報などを発信しており、広告として一律
に規制すればメリットを上回るデメリットが生じる
ためとした。
　一方で、広告できる事項についても引き続き「ポ
ジティブリスト方式」を採用することとし、広告可
能事項の拡大については今後の検討課題とした。
（３/１MEDIFAXより）

自由診療のホームページ規制で骨子案／厚労省
　厚生労働省医政局総務課は２月２９日の「医療情報
の提供のあり方等に関する検討会」に、「医療機関の
ホームページに関するガイドライン（仮称）」の骨子
案を示した。主に美容医療サービスや歯科インプラ
ントなどの消費者トラブルが報告されている自由診
療がガイドラインによる規制のターゲットとなる。
　２月１日の前回会合で示した原案への議論を踏ま
え、ホームページへの記載禁止事項や記載必須事項
を整理した。成案化した後、４月以降に都道府県な
どに通知として発出する。
　医療機関のホームページへの記載が禁止される事
項は▽内容が虚偽にわたるものや、客観的事実であ
ることを証明できない内容▽「日本一」「最高」とい
った優秀性について誤認しかねない表現や優良誤認
しかねない表現▽早急な受診を過度にあおる表現や
費用の過度な強調▽不安をあおって受診を促す表現
―など。
　ホームページに記載しなければならない事項は、
自由診療の場合では▽通常必要となる治療内容・費
用▽治療のリスク、副作用など―となる。
（３/１MEDIFAXより）

医療情報のあり方検討会の報告書公表／厚労省
　厚生労働省は３月６日、医療機関の広告規制や都
道府県で実施する医療機能情報提供制度の今後の対
応などについて「医療情報の提供のあり方等に関す
る検討会」が取りまとめた報告書を公表した。
　報告書では、医療機関のホームページについて、
医療法で原則禁止とする「広告」とは見なさないと
する従来の方針を維持。必要に応じて、不当景品類
及び不当表示防止法や不正競争防止法による規制が
適用されるよう、関係省庁と連携しながら虚偽や誇
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大な表示などの基準を明確化し、現行の医療法の規
制についても併せて周知・徹底することとした。
　医療機関から報告された医療機能情報を都道府県
が取りまとめてインターネットなどで公表する医療
機能情報提供制度については、▽フリーワード検索
機能など各都道府県ホームページの利便性向上▽ガ
イドラインに準拠した医療機関ホームページとのリ
ンク▽医療機関からの報告のオンライン化推進―に
関して国が都道府県に技術的助言を行う。インター
ネット以外の公表が都道府県の裁量で行えるよう規
定を見直すことも盛り込んだ。
（３/７MEDIFAXより）

看看 護護
看護職の夜勤・交代制勤務ＧＬ「実用化は無
理」／四病協、反対で一致
　四病院団体協議会は２月２２日、総合部会を開き、
日本看護協会が策定中の「看護職の夜勤・交代制勤
務に関するガイドライン（ＧＬ）」に対して「ＧＬに
基づく医療現場での運用は無理」との見解で一致し、
ＧＬの実用化に反対する方針を決めた。反対の根拠
を明確にするため、４団体がそれぞれ会員病院に対
する実態調査を行う。
　日看協はＧＬの中心をなす「夜勤・交代制勤務編
成の基準案」で▽勤務の拘束時間は最大１３時間以内
▽勤務間隔を最低１１時間以上─など１１項目を３月末
までにまとめる予定だ。四病協の当番団体である日
本医療法人協会は、日看協のＧＬが多様な労働環境
に対応するとの趣旨にもかかわらず、労働形態に一
定の制限を加えようとしているとし、医療現場で受
け入れるには無理があると説明した。実際、２交代
勤務の看護師の勤務時間は国内では１６時間が一般
的。各病院団体の機能に応じたアンケート調査を行
い、ＧＬの実効性について検証していく。
（２/２３MEDIFAXより）

看護師特定認証は「大多数が反対」／日医・
羽生田副会長
　日本医師会の羽生田俊副会長は２月２４日、厚生労
働省が検討を進めている看護師特定能力認証制度に
ついて「大多数が反対している」と述べ、国が認証
する仕組みと法制化に反対する意思をあらためて示
した。認定は医学会や看護学会が協調し、自主的に
行うべきとした。（２/２７MEDIFAXより）

特定行為の分類方法を提示／厚労省、まず２４
項目で分類案
　厚労省は２月２８日の「チーム医療推進のための看
護業務検討ワーキンググループ」に、医行為の分類
について素案を提示した。分類案では「動脈ライン
からの採血」は一般の医行為、「直接動脈穿刺による
採血」は行為の侵襲性が相対的に高く行為の難易度
が高い「特定行為Ｂ１」とした。示された医行為の
分類は２４項目。厚労省は看護業務実態調査の調査項
目（２０３項目）や特定看護師（仮称）養成調査試行事
業、特定看護師（仮称）業務試行事業で実施されて
いる行為などについても順次、医行為の分類を検討
していく。
　厚労省は、行為の侵襲性（行為の難易度）と指示
の包括性（判断の難易度）の２つの基準のほか、法
令や通知で「診療の補助」と示されているかどうか
などによって、医行為を▽絶対的医行為（行為・判
断の難易度が著しく高いもの、法律上「診療の補助」
に含まれないことが明確なもの＝医師のみが実施）
▽特定行為Ｂ１（行為の侵襲性が相対的に高く、行
為の難易度が高いもの）▽特定行為Ｂ２（行為を実
施するタイミングなどについて判断の難易度が高い
もの）▽一般の医行為（行為の難易度、判断の難易
度ともに看護師一般が実施可能なもの＝看護師一般
が医師の指示の下に実施）▽さらに検討が必要▽医
行為に該当しない―に分類する案を提示した。
　示された２４項目の検討シート案によると、「非感染
創の縫合」「腹腔穿刺」「胸腔穿刺」「局所麻酔（硬膜
外、脊髄くも膜下）」などは絶対的医行為に分類。行
為の侵襲性が相対的に高く行為の難易度が高い特定
行為（Ｂ１）には「経口・経鼻挿管の実施」「経口・
経鼻挿管チューブの抜管」「褥瘡の壊死組織のデブリ
ードマン」などを、行為を実施するタイミングなど
について判断の難易度が高い特定行為（Ｂ２）には
「手術前検査の実施の決定」「人工呼吸器装着中の患
者のウイニングスケジュール作成と実施」「脱水の判
断と補正（点滴）」「抗癌剤などの皮下漏出時のステ
ロイド薬の選択・局所注射の実施」「がんの転移、浸
潤に伴う苦痛症状のための薬剤の選択と評価」を分
類した。「１２誘導心電図検査の実施」「酸素投与の開
始、中止、投与量の調整の判断」「浣腸の実施の決
定」などは一般の医行為とした。
（２/２９MEDIFAXより）
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在宅推進で、看護師特定行為の安全性検証／
厚労省
　厚生労働省は２０１２年度の新規事業として、在宅療
養中の終末期患者への苦痛緩和や水分・栄養補給に
ついて看護業務の安全性や効果を検証する。
　特定看護師（仮称）の養成課程を修了した専門的
な臨床実践能力を持つ看護師が、医師の包括的支持
の下で実施する在宅医療での看護業務（特定の医行
為を含む）を検証することが目的。同省が指定する
養成課程修了者が従事する施設から実施状況につい
て報告を受け、業務の安全性を確かめる。
　厚労省が特定看護師業務試行事業で指定した施設
が検証事業の委託対象となる。１１年度の指定施設は
現在２５施設。１２年度の予算総額は７０００万円。
（２/２９MEDIFAXより）

震震 災災
復興庁が発足／政府
　東日本大震災からの復興の指令塔役を担う「復興
庁」が２月１０日、発足した。被災自治体のニーズに
ワンストップで対応し、関係省庁を束ねて復興事業
の総合調整をする。初代復興大臣には、平野達男・
復興対策担当相が就任した。
　復興庁は東京に本庁を置き、岩手、宮城、福島の
被災３県に１カ所ずつ復興局を設置した。３県の沿
岸部には６カ所の支所を設け、隣接する青森、茨城
の両県に事務所を開いた。人員は総勢２５０人でのスタ
ートとなった。
　野田佳彦首相は、復興庁の発足を受け記者会見を
開いた。復旧・復興に向けた今後の主な課題として
▽住宅再建・高台移転▽がれきの広域処理▽雇用の
確保▽被災者の孤立防止と心のケア▽原発事故避難
者の帰還支援―の５つを挙げた。
（２/１３MEDIFAXより）

原発事故で医療費減免措置、今国会提出へ／
自民
　自民党は今国会に、福島第一原発事故で一定線量
以上の被ばくをした１８歳以下の医療費減免を図る
「東京電力原子力事故による被害からの子どもの保
護の推進に関する法律案」を提出する方針を固めた。
　同法案は基本理念や施策の基本事項を定めたプロ
グラム法で、公明党などと共同で提出する見通し。
医療費減免の措置は「一定以上の被ばくをした子ど

も」が対象で、福島県民に限定していない。対象者
には生涯にわたる定期健診も行うほか、被ばくした
子どもへの影響を調べる研究機関の設置、人材の養
成なども盛り込んでいる。これらの施策を推進する
ため、政府に基本計画の策定を求めている。
（２/２１MEDIFAXより）

４月以降も被災地支援を継続／被災者支援連
絡協
　被災者健康支援連絡協議会（代表＝原中勝征・日
本医師会長）は３月５日、２０１１年度最後となる会議
を日本医師会館で開き、各団体の活動状況と今後の
予定を確認した。４月以降は日医や全国医学部長病
院長会議など７団体が具体的な支援を続ける。
　日医の関連では岩手県医師会が組織する「ＪＭＡ
Ｔ岩手」による診療のほか、岩手県内の県立病院へ
の診療支援などを行う。全国医学部長病院長会議は
３月末までに７病院１６診療科へ、全国の６９大学から
２７９人が派遣されると報告。４月以降は６病院９診療
科へ派遣を予定している。日本歯科医師会、日本薬
剤師会、日本栄養士会、日本看護協会、日本放射線
技師会も活動を続ける。日本病院会、全日本病院協
会も「計画している」とした。
　会議では、日本病院会が福島第一原子力発電所の
事故に対する公費負担医療制度の創設を提案した。
日医、日本精神科病院協会は東日本大震災から１年
を迎えるに当たり、震災の映像や写真の使用を可能
な限り自粛するよう求めることを主張した。被災地
への医療従事者派遣のマッチングについては、派遣
期間や派遣場所などが課題になっているとの意見が
上がった。
　岩手、宮城、福島の医療関係者もテレビ会議で参
加した。岩手県立宮古病院の佐藤元昭院長は「震災
から１年がたち、医局にも相談したところ自分たち
でやろうという意見があった」と述べ、医師派遣の
要請を終了することを報告した。ただ、「もともとの
医師不足の状況に戻ったにすぎない」と厳しい状況
にあるとした。「復旧の兆しが見える」などの声もあ
ったが、依然として医療従事者の確保などを求める
声も多かった。（３/５MEDIFAXより）

そのその他他
共産党が社会保障充実と財政危機打開で提言
　日本共産党は２月７日、「消費税大増税ストップ！
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社会保障充実、財政危機打開の提言」を発表した。
提言は２つの柱の政策＝①社会保障の段階的充実と
税・財政の改革②民主的経済改革―を同時並行で実
行することで社会保障充実と財政危機打開を図る、
としている。
　第１段階の「社会保障再生計画」では、▽医療費
の窓口負担引き下げ（子ども無料、現役２割、高齢
者１割）▽国保料軽減（当面、国の責任で１人１万
円引き下げ）▽後期高齢者医療制度の廃止▽年金削
減政策の中止▽年金の受給資格期間を１０年に短縮、
無年金・低年金の解消へ▽特養ホームの待機者ゼロ
▽介護保険の利用料・保険料の減免▽保育所の待機
児童ゼロ▽失業給付期間の抜本的延長―。財源とし
て、歳出のムダ一掃（▽大型公共事業の浪費一掃▽
原発推進予算の大幅削減▽軍事費の１兆円削減▽政
党助成金、機密費の廃止）、富裕層・大企業への応分
負担（▽証券課税強化、最高税率引き上げ▽「富裕
税」の創設▽法人減税中止、優遇税制是正▽「為替
投機課税」「環境税」）で１２兆－１５兆円を生みだす。
　第２段階「先進水準の社会保障充実」では、▽最
低保障年金制度の確立▽医療費の窓口負担ゼロ▽介
護の利用料ゼロ▽学費軽減、無償化に向けて踏み出
す。財源として、累進課税を強化した所得税の抜本
改革、将来的には国際協調で法人税率引き上げで６
兆円程度をつくる。
　民主的経済改革では、大企業の内部留保２６０兆円を
日本経済に還流させ、▽人間らしく働ける労働のル
ール▽中小企業への本格的な振興策▽農林水産業の
再生▽原発から撤退、自然エネルギー、低エネルギ
ー社会へ▽少子化問題克服―など。

国立病院・労災病院「直ちに統合は困難」／
検討会が報告書
　厚労省は２月１５日、「国立病院・労災病院等の在り
方を考える検討会」の報告書を取りまとめ公表した。
報告書では、国立病院機構と労働者健康福祉機構の
統合について「メリットは運用で対応可能な部分が
あるが、デメリットや仮に統合しようとする場合の
懸案・課題は短時間で解消することは難しく直ちに
統合は困難」とした上で、「まずは、連携方策をより
強化し法人統合と同様の効果を目指していくことが
適当」とした。（２/１６MEDIFAXより）

医科財源４７００億円を高評価／日医、１２年度改
定を総括
　日本医師会は２月１５日の定例会見で、２０１２年度診
療報酬改定の見解を発表した。中川俊男副会長はネ
ットでプラス０.００４％とわずかのプラス改定だった
ことに対して「医科本体４７００億円のプラス改定だっ
たということを強調したい」と述べた。改定率決定
の段階で入院・外来の配分が示されなかったことも
高く評価した。一方、再診料の引き上げが実現しな
かったことは遺憾とし、中医協委員の鈴木邦彦常任
理事は「引き続き、再診料を元に戻すことを要望し
続けたい」と述べた。
　中川副会長は改定率決定に向けた政府と日医の動
きを総括した。民主党の代表選挙前に開かれた党内
の会合で野田佳彦首相が「基本的にマイナスはない
だろう」と発言したことが「非常に大きかった」と
述べた。改定直前の動きでは、民主党政策調査会の
役員会が１２月２０日にネットプラスを政府に求めるこ
とを了承した点を挙げ、「ここで固まったのだろうと
理解している」とした。診療報酬改定に対する財務
省の対応については懸念を示し「診療報酬の中身に
まで介入することが常態化しつつあるが、非常に問
題」と指摘した。（２/１６MEDIFAXより）

日医会長選、三つどもえに
　日本医師会の横倉義武副会長は、次期日医会長選
への立候補を２月１７日に正式に表明。２月１５日に立
候補を正式に表明した現職の原中勝征氏、２月１１日
に立候補を表明した京都府医師会長の森洋一氏との
３者による選挙戦となる。（２/１６MEDIFAXより）

学校の健診、大幅見直し／文科省、１３年度にも
　文部科学省は２月１９日、小中高校で毎年、実施し
ている健康診断の検査項目を大幅に見直す方針を決
めた。戦前から続けてきた座高の測定をやめ、関節
痛のようなスポーツによる障害を早期に発見するた
めの検査項目導入を想定している。近く省内に有識
者会議を設置して課題を整理し、２０１３年度にも新方
式への変更を目指す。大人では一般的な血液検査も
検討する。（２/２１MEDIFAXより）

「くすり教育」中学必修化へ、１２年度から／文
科省
　学習指導要領の改正に伴い、２０１２年４月から中学
校の保健体育の授業に「くすり教育」が新たに加わ
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る。用法・用量を守った薬の正しい使い方など、高
校ですでに取り入れられている授業を中学校に前倒
しして教える。高校では１４年度から医薬品の承認制
度などさらに専門的な知識を教える。一般用医薬品
の新たな分類ができ、患者が医薬品を適切に選択す
ることがより求められてきたことなどがくすり教育
導入の背景にある。（２/２４MEDIFAXより）

ＴＰＰと医療再生でシンポ／医療再生フォー
ラム２１
　ＴＰＰと医療再生をテーマとする医療再生フォー
ラム２１主催のシンポジウムが２月２６日、東京都内で
開かれ、医療従事者など１１０人余りが参加した。パネ
リストからは、米国が公的医療保険制度の廃止まで
は求めていないとしても、縮小されれば混合診療や
医療の営利追求につながるとして反対世論を高める
必要があるとの意見が示された。一方で、医療費の
総額が抑えられる中で薬価や材料費が下がる可能性
に期待する意見もあった。
　田林晄一・東北厚生年金病院長は、ＴＰＰ参加後
の影響として皆保険制度の破綻や医療の質の低下、
施設の集約化に伴うフリーアクセスの低下への懸念
を示した。ただ、他国から医療従事者を雇用するこ
とで勤務医の過重労働軽減につながるほか、有限な
医療資源に対して国民意識が変化する可能性がある
のではないかと指摘した。
　主催の医療再生フォーラム２１は本田宏・済生会栗
橋病院院長補佐や植山直人・全国医師ユニオン代表、
中島恒夫・全国医師連盟代表の３氏を発起人とする
任意組織。シンポには自見庄三郎・金融担当相、梅
村聡・参院議員がメッセージを寄せた。
（２/２８MEDIFAXより）

新５カ年計画を大筋了承／臨床研究・治験活
性化検討会
　厚生労働省の「臨床研究・治験活性化に関する検
討会」は２月２９日、２０１２年度を開始年度とする「臨
床研究・治験活性化５か年計画２０１２」（いわゆる「ポ
スト５カ年計画」）を大筋でまとめた。計画では、治
験ネットワーク（ＮＷ）の促進等による症例集積性
の向上や臨床研究中核病院（仮称）の体制整備など
を明記。小児疾患や希少・難治性疾患に対する医薬
品の開発支援を強化する考えも盛り込んだ。今後、
検討会の構成員やパブリックコメントの意見を踏ま
え、最終的に内容を固める方針。

（３/１MEDIFAXより）

遺伝子検査ビジネスに警鐘／日本医学会
　病気へのかかりやすさや、体質、子どもの才能な
どを業者が遺伝子で調べる「遺伝子検査ビジネス」
に日本医学会が警鐘を鳴らした。科学的根拠に乏し
い検査が氾濫し、混乱を引き起こしかねないと懸念
している。日本では遺伝子検査の監督省庁が、厚生
労働省、経済産業省、文部科学省の隙間に入り込ん
でおり、個別の法規制もない。このため日本医学会
は「消費者庁に遺伝子検査を監督する部署を設け、
立法措置と、各省庁に共通した規制システムを整備
すべきだ」と訴えている。今後、政府への提言活動
を強化する構えだ。（３/２MEDIFAXより）

地域医療機能推進機構、１４年４月に発足へ／
ＲＦＯの後継
　小宮山洋子厚生労働相は３月７日の衆院厚生労働
委員会で、２０１１年６月に成立した年金・健康保険福
祉施設整理機構（ＲＦＯ）法改正法について、１４年
４月１日の本格施行を予定していることを明らかに
した。本格施行と同時に、社会保険病院や厚生年金
病院の整理合理化を目的としていたＲＦＯは、病院
運営などを手掛ける地域医療機能推進機構に移行す
る。政府は月内にも政令を定め、本格施行日を確定
させる方針だ。
　改正法は１１年６月の公布時に一部施行され、１２年
９月末までだったＲＦＯの存続期限は撤廃された。
地域医療機能推進機構が発足する本格施行日は、公
布から３年を超えない範囲で政令で定めることにな
っている。
　小宮山厚労相は、新機構発足までの間に譲渡する
病院については「一定の時期には確定させる方向で
検討していきたい」と述べた。質問した共産党の高
橋千鶴子氏は、本格施行が遅いとの認識を示し、施
行日が先延ばしされれば病院の売却が進むのではな
いかと懸念した。（３/８MEDIFAXより）

医療法人の役員兼務・融資など条件明確化／
社保審・医療部会
　厚生労働省の社会保障審議会・医療部会（部会長
＝齋藤英彦・国立病院機構名古屋医療センター名誉
院長）は３月７日、医療法人への規制について審議
し、他法人と役職員が兼務できる条件の明確化や他
医療法人への融資・与信を行う場合の条件について
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事務局の提案を了承した。ただ、議題となった医療
法人の合併については、現行法令では持ち分ありの
医療法人同士が合併してできる新たな社団医療法人
は「持ち分あり」として存続が認められることから、
新たに設立する医療法人に持ち分を認めないとした
第５次医療法改正での規定と整合が取れないとし
て、継続審議することになった。
　医療法人の再生支援・合併については２０１１年４月
の閣議決定で現行の規制を見直すことになってい
た。医療法人と他の法人の役職員兼務については、
兼務によって医療機関の開設・経営に影響がないこ
とを都道府県が確認することになっているが、「商取
り引きがある場合には兼務を認めない」「取り引き内
容が適正であれば認める」「全役員の過半数を超えな
い」など都道府県によって運用に差があった。
　医政局指導課は会合で現行通知の改正案を示し、
兼務を認める条件として医療機関と利害関係にある
営利法人などの役職員を兼務していないことを原則
として示すとともに、例外的に取り扱う範囲を示し
た。
　兼務する役職員数が全役職員数（監事を除く）の
過半数を超えない範囲で、かつ医療機関の非営利性
が保たれる場合に限られるが、商取引（土地・建物
賃借を除く）があっても▽医療法人の代表者ではな
い▽営利法人の規模が小さく役職員を第三者に変更
することが困難▽契約内容が妥当―の条件を満たせ
ば、営利法人の役職員の兼務を認める。土地・建物
の賃借の場合も、営利法人の規模や契約内容の妥当
性を都道府県が確認すれば、兼務が認められる。
　また、取引額が少額な営利法人の場合も兼務可能
となる。
　役職員兼務の範囲明確化については、３月中にも
通知を出す見通し。（３/８MEDIFAXより）

移植医療めぐる生命倫理で答申／日医・第１２
次生命倫理懇
　移植医療をめぐる生命倫理について検討を行った
日本医師会の第１２次生命倫理懇談会（座長＝髙久史
麿・日本医学会長）が報告書をまとめ原中勝征会長
へ答申した。３月７日の日医の定例会見で羽生田俊
副会長が報告した。答申では「脳死と臓器移植」「組
織移植」「生体臓器移植」の３分野について、現状や
問題点を分析し解決策をまとめた。
　改正臓器移植法が２０１０年７月に全面施行され、小
児からの脳死下臓器提供も可能となった。答申では

小児臓器移植に関して▽脳死判定の困難さ▽児童虐
待▽小児の自己決定権―の問題点を指摘。また、知
的障害者は年齢にかかわらず臓器摘出を見合わせる
こととしている点について、今後、正面から検討す
べきとした。
　現在、日本では「心臓弁・血管」「骨」「皮膚」「膵
島」の組織バンクがあり、各組織の個々の専門医や
施設の取り組みをベースとして学会レベルで全国的
な整備と充実を図っている。答申では、自主的努力
には限界があり、公的経済的支援の拡充が必要であ
るとして、組織移植も臓器移植法の対象に含める法
改正を検討すべきとした。
　生体臓器移植に関しては「国内の臓器売買につい
て厳正に対処すべき」とした上で、「日本が生体移植
や再生医療の規制の緩い、倫理の回避地として利用
される危険性が高まっている。日医は各方面と連携
し、一層適切に取り組むことが求められる」と提言
した。（３/８MEDIFAXより）

保団保団連連
１２年度改定「一体改革を色濃く反映」／保団
連が談話
　保団連は２月１０日、２０１２年度診療報酬改定答申に
当たって医科に関する談話を発表した。１２年度診療
報酬改定について「社会保障と税の一体改革を色濃
く反映」とした上で「自公政権下で行われた医療
『構造改革』路線の具体化といえる」としている。
　談話では、１２年度改定について「平均在院日数の
さらなる削減、入院から在宅へ、医療から介護への
流れの一層の強化などを柱としたもの」とし「特に
入院点数では『看護必要度』『平均在院日数』『重症
者受け入れ率』『在宅復帰率』などの施設基準の強化
で医療機関の淘汰を行う内容になっている」と指摘。
診療所・中小病院の再診料の見直しが盛り込まれな
かったことにも言及し「地域医療の崩壊を食い止め
るためには診療所、中小病院の評価が必要であり、
補正予算の確保も視野に入れて再診料を７４点にする
べき」と訴えた。
　歯科診療報酬についても談話を発表し「改定財源
が限られていることから十分な引き上げには程遠い
点数ではあるが、歯科医療の診療現場の実態に即し
た改定としての方向性が示されるものとなってい
る」とした。（２/１３MEDIFAXより）

京都保険医新聞

１９

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１５３号

２０１２年（平成２４年）３月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２８１６号



一部負担金免除の延長で要望書／保団連
　保団連は２月２９日、「医療保険に加入する全ての被
災者の医療費一部負担金免除の延長を求める要望
書」を、野田佳彦首相と安住淳財務相、小宮山洋子
厚生労働相宛てに提出した。
　要望書では▽医療保険に加入する全ての被災者の
医療費一部負担金免除を延長するよう、強制力を持
って各保険者に実行させる▽医療費一部負担金免除
の打ち切りの判断をしている保険者（健康保険組合
以外も含む）を全て把握する▽免除延長を決定した
保険者への財政支援を、滞りなく完全に実行する―
などを求めている。
　保団蓮は２月２９日付で、東電環境健康保険組合に
対しても加入する全被災者の医療費一部負担金の免
除の延長などを求める要望書を提出した。
（３/１MEDIFAXより）

介介 護護
介護基盤整備の助成金メニュー拡大／厚労省
　厚生労働省は２月２３日、全国介護保険・高齢者保
健福祉担当課長会議に、２０１２年度に実施予定の介護
事業所整備の助成金額として「助成単価案」を示し
た。１２年度末まで１年間の継続が決まった介護基盤
緊急整備等臨時特例基金（基盤整備基金）での支援
を継続するほか、事業所の建築費などを助成する「地
域介護・福祉空間整備等施設整備交付金（ハード交
付金）」とサービス事業所開設経費などを助成する
「地域介護・福祉空間推進交付金（ソフト交付金）」
の範囲などを拡大。１２年度から創設する２４時間型と
複合型の新サービス推進支援、介護療養型医療施設
（介護療養病床）の転換支援のほか、被災３県の介護
施設整備、訪問看護ステーション（訪看ＳＴ）大規
模化、特養整備も支援する。
　介護療養病床の転換支援では、１床当たりの交付
単価を改善。転換する際に新たな建築が必要な場合
は「創設」として１７０万円（１床当たり）、現在使用
している施設を建て替える場合は「改築」として２１０
万円（同）、現在の施設を改修する場合は８５万円（同）
とする。これとは別に、転換に必要な設備整備費用
として新たに１床当たり一律１５万円を助成する。
　２４時間型と複合型の新サービスについては基盤整
備基金の対象とし、１施設当たりの助成を２４時間型
事業所５００万円、複合型２０００万円とする。また、ソフ
ト交付金で新サービス実施のために必要な▽雇用経

費▽通報システムの整備▽テレビ電話等を含むケア
コール端末購入費▽ＩＣＴの活用などに必要な費用
─などとして１施設当たり２４時間型で２０００万円、複
合型サービスは３００万円助成する。
（２/２４MEDIFAXより）

第６期から認知症の退院支援求める／介護保
険事業計画で厚労省
　厚生労働省は、３年後の２０１５年から始まる介護保
険事業計画第６期から、認知症疾患医療センターな
どと協力する退院支援策を各自治体に求める方針
だ。社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課
の本後健課長補佐が、２月２３日の全国介護保険・高
齢者保健福祉担当課長会議で明らかにした。
　厚労省は会議に提出した資料で、２月１日現在１４６
カ所ある認知症疾患医療センターを、１７５カ所（基幹
型５カ所、地域型１７０カ所）まで増加させる費用とし
て１２年度予算案に３億５６３３万円計上したと説明。認
知症疾患医療センターが実施する研修会や連携協議
会に、各都道府県・政令指定都市が積極的に関与す
ることを求めた。（２/２４MEDIFAXより）

処遇改善加算、「交付金事業所」は要件クリア
と見なす／厚労省
　厚生労働省は、処遇改善交付金から「介護職員処
遇改善加算」へ移行する際の事務負担軽減策として、
交付金を受けている事業所は“処遇改善加算の要件
を満たしている”と見なす方向で検討している。老
健局老人保健課の宇都宮啓課長が、２月２３日の全国
介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議で明らかに
した。
　この場合も加算申請の書類提出は必要だが、提出
期限を延長する。宇都宮課長は期限について「５月
末までに提出すればよい、というような扱いにさせ
ていただく」と述べた。このほかの事務負担軽減に
ついても「可能な限り対応したい」と述べた。現在、
交付金を受けていない事業所の書類提出期限は３月
２５日の予定。（２/２４MEDIFAXより）

改定検証・研究委員会の委員を了承／社保審・
介護給付費分科会
　厚労省の社会保障審議会・介護給付費分科会は２
月２８日、２０１５年度の介護報酬改定に向けて１２年度改
定の効果検証などを行う「介護報酬改定検証・研究
委員会」の委員を了承した。同分科会委員と学識経
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験者の合計７人が委員を務める。委員長には、同分
科会委員の大島伸一氏（長寿医療研究センター総長）
が就く見通し。
　大島氏のほか、同分科会からは池田省三氏（地域
ケア政策ネットワーク研究主幹）、田中滋氏（慶応大
大学院教授）、村川浩一氏（日本社会事業大教授）が
委員に就く。医師であり、医療と介護の連携やデー
タ分析などに詳しい椿原彰夫氏（川崎医療福祉大教
授）と松田晋哉氏（産業医科大教授）も委員を務め
る。医療・介護経営などについて研究を進めている
松原由美氏（明治安田生活福祉研究所主席研究員）
も委員に就く。（２/２９MEDIFAXより）

訪看ＳＴ一人開業、条件付きで９月まで延長
／給付費分科会が答申
　厚生労働省の社会保障審議会・介護給付費分科会
は２月２８日、東日本大震災の被災地が対象の特例省
令で認めている訪問看護ステーション（訪看ＳＴ）
一人開業について、期間延長を条件付きで認めた。
対象地域を東京都以外の災害救助法適用全地域か
ら、岩手、宮城、福島の被災３県に限定し、特例省
令で定める期限を９月３０日に改正する。小宮山洋子
厚生労働相からの諮問を修正なしで了承し、２月２８
日付で答申した。
　ただ、スタート時は一人開業だった事業所が人員
基準２.５人以上を満たした場合や、近隣に通常の訪看
ＳＴが新設され利用者の受け入れが可能になった場
合は、特例措置の事業所としてのサービス提供は終
了するとした。（２/２９MEDIFAXより）

ＥＰＡ介護福祉士候補者、一部人員配置の対
象へ
　厚生労働省社会・援護局福祉基盤課は３月１日の
社会・援護局関係主管課長会議で、経済連携協定
（ＥＰＡ）に基づき受け入れている外国人介護福祉士
候補者について、一定の要件を満たす場合は職員の
配置基準の算定対象とすることを可能にする方針を
示した。候補者の受け入れの円滑化を図る。厚労省
は、「受入指針告示」の改正に向け３月２２日まで意見
募集を実施しており、適用は４月１日の予定。
（３/２MEDIFAXより）

１２年度介護報酬改定、３月１３日に告示／厚労省
　厚生労働省は３月１３日、２０１２年度介護報酬改定を
官報告示する。１１年度末で終了する処遇改善交付金

を介護報酬内に取り込み「介護職員処遇改善加算」
を創設するほか、新たなサービスとして２４時間型や、
小規模多機能型居宅介護と訪問看護ステーションを
組み合わせる複合型のサービスに報酬を設定。一定
の研修を受けた介護職がたん吸引と経管栄養を実施
できる制度も創設する。また、介護報酬に地域ごと
の給与水準差を反映させる「地域区分」を、現行の
５区分から７区分に細分化する。国家公務員の地域
手当や診療報酬に合わせる形。
（３/１３MEDIFAXより）

デーデータタ
老健と介護療養、退所先は「医療機関」が最
多／１０年調査
　厚労省は２月９日、２０１０年介護サービス施設・事
業所調査の結果を公表。介護保険３施設を退所した
人の行き先で最も多かったのは、介護老人保健施設
と介護療養型医療施設がそれぞれ「医療機関」で、
介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）が「死亡」
だった。
　１０年９月中に介護保険３施設を退所した人の行き
先を見ると、介護老人保健施設では「医療機関」が
４８.９％で最も多く、「家庭」２３.８％、「特養」９.３％と
続いた。介護療養型医療施設でも最多は「医療機関」
の３４.７％で、次いで「死亡」３３.０％、「家庭」１２.１％。
一方、特養では「死亡」が最多の６３.７％を占め、「医
療機関」２８.９％、「家庭」２.９％の順だった。退所者が
入所前にいた場所で最も多かったのは老健が「医療
機関」で５２.６％、介護療養型医療施設も「医療機関」
で７５.２％、特養は「家庭」で３１.８％だった。
　介護保険施設の入所者の要介護度は重度化傾向に
あり、施設別の平均要介護度は介護療養型が４.３９と
最高。次いで特養が３.８８、老健が３.３２。１人当たり平
均利用料（１０年９月中の在所者）を見ると、介護療
養型医療施設が８万５０６７円、老健が７万８５６１円、特
養が６万１０５４円だった。
　訪問看護ステーションについては、１０年９月中の
利用者１人当たりの訪問回数を見ると介護予防サー
ビスで４.０回、介護サービスでは５.５回。１事業所当た
り利用者数は介護予防サービス５.３人、介護サービス
４３.９人で、１事業所当たり延べ利用者数は介護予防
サービス２１.３人、介護サービス２４３.３人だった。
　１事業所当たりの常勤換算看護・介護職員数を見
ると、訪問介護が７.７人、訪問看護ステーションが４.６
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人、通所リハビリテーションが８.１人だった。常勤換
算看護・介護職員１人当たりの延べ利用者数（１０年
９月中）は、訪問介護が９１.０人、訪問看護ステーシ
ョンが７９.２人、通所リハビリが７２.２人だった。
　１０年１０月１日現在の状況について調査を実施し、
回答のあった活動中の施設・事業所（延べ２３万１１４５
カ所）などについて集計した。
（２/１０MEDIFAXより）

受診遅れで６７人死亡／困窮で「無保険」など
　全日本民主医療機関連合会（民医連）は２月２０日、
経済的事情で国民健康保険料を滞納して「無保険」
状態になるなどの理由で受診が遅れ、死亡した人が
２０１１年、２２都道府県の加盟病院・診療所で６７人いた
と発表した。
　調査は６回目で、最多の７１人だった１０年に次ぐ人
数。１１年は計６６３施設を対象に調査。受診遅れで死亡
した６７人のうち無保険は２５人、滞納で有効期間が短
くなる「短期保険証」が１０人、さらに滞納が続き保
険証を返して医療費全額をいったん払わなければな
らない「資格証明書」が７人いた。残る２５人は、保
険証はあっても医療費が払えなかったりした人。死
因の半数余りはがんだった。
　６７人の約７割は５０－６０代の中高年男性。職業別で
は無職が３２人、非正規労働者が１４人いた。
　都道府県別では福岡の１１人が最多で、東京、山梨
が各６人、北海道、埼玉、長野が各５人と続いた。
（２/２２MEDIFAXより）

交通事故への健保使用率は２割／日医委員会
が調査
　日本医師会の労災・自賠責委員会はこのほど、会
長諮問「地域医療再生における労災保険、自賠責保
険の役割」に対する答申をまとめた。交通事故診療
での健康保険使用率を調査した結果、全体の使用率
は１９.９％に上った。損害保険料率算出機構は２００９年
度の利用率を１０.７％としており、大きな差が出た。
２月８日の定例会見で藤川謙二常任理事が報告し
た。
　調査は交通事故の患者をよく扱う医療機関３２５４施
設に都道府県医師会を通じて依頼した。１０年１２月か
ら１１年２月までの患者を対象とした。回答があった
のは１６５５施設。健康保険使用率を医療機関種別で見
ると、病院全体で２３.６％、診療所で１０.８％となった。病
院では国公立が３１.３％、その他の病院が１８.５％で、国

公立病院で高かった。（２/９MEDIFAXより）

１０年度の看護職員離職率、常勤１１.０％／日看
協調査
　日本看護協会は２月２２日、「２０１１年病院看護実態調
査」の結果速報を公表した。１０年度の看護職員の離
職率は常勤１１.０％（前年度比０.２ポイント減）、新卒
８.１％（同０.５ポイント減）となった。常勤・新卒とも
に離職率は３年連続で減少したが、東京２３区・政令
指定都市の病院では他の地域と比較して高かった。
　立地別の看護職員離職率は「東京２３区・政令指定
都市」で常勤１３.３％（前年度比０.３ポイント減）、新卒
８.８％（同０.５ポイント減）、「過疎地域」では常勤７.４％
（同率）、新卒７.８％（同０.９ポイント増）、「それ以外の
地域」では常勤１０.２％（同０.３ポイント減）、新卒７.６％
（同０.７ポイント減）となった。病床規模別では３００床
未満の病院で全体より高く「３００－３９９床」が最も低
い。（２/２３MEDIFAXより）

高齢者への処方、６割が積極的に剤数減／医
師調査
　高齢者の多剤内服が問題になる中、メドピア（東
京都港区）が全国の医師を対象に「高齢者への薬剤
処方」に関する調査を行ったところ、６割近い医師
が積極的に剤数を減らしていることが分かった。内
服薬剤数の総数について「積極的に剤数を減らして
必須のもののみ処方」している医師は５８％に上り、
２番目には「多くならないように注意するが、剤数
をあえて減らさず処方」（３１％）が入った。「まった
く考えずに症状にあわせて処方」は５％だった。
　調査は２月１０－１６日、同社が運営する医師コミュ
ニティーサイト「ＭｅｄＰｅｅｒ」の会員である医
師を対象に「ポスティング調査」と呼ばれるオープ
ン回答型のインターネットリサーチで行った。有効
回答数は２５８６件。（３/２MEDIFAXより）

全国的に死亡率が減少、地域差も縮小傾向／
厚労省
　厚生労働省は３月１日、「都道府県別にみた死亡の
状況」（２０１０年）を公表した。前回調査の０５年と１０年
を比較すると、男性は全都道府県で、女性は鳥取を
除く都道府県で年齢調整死亡率が低下した。男性の
死亡率は前回に続いて、長野が最も低く青森が最も
高い。女性も前回と同様、長野、新潟、島根が低く、
青森、栃木、大阪、和歌山が高くなっており、死亡
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率の高い県と低い県の固定化が見られた。全国的な
年齢調整死亡率の低下に伴い地域差は縮小傾向にあ
る。前回と比較すると、女性の自殺がやや上昇した
以外は全死因で死亡率は減少した。
　厚労省は１９６０年以降５年ごとに人口１０万人当たり
の死亡率の状況を報告している。高齢化率の高い都
道府県では死亡者が相対的に多いため、年齢構成が
異なる地域間でも比較できるよう調整した年齢調整
死亡率を算出し、死亡率の全国的な分布などについ
て、都道府県別・男女別のデータを示して年代的な
推移を把握している。
　三大死因（悪性新生物、心疾患、脳血管疾患）の
死亡率は低下し、死亡状況が改善されている。特に
胃の悪性新生物による死亡は、男性で３２.７から２８.２
に、女性で１２.５から１０.２に死亡率が低下。地域別でも
男女とも４５都道府県で低下するなど大きな改善が見
られた。（３/２MEDIFAXより）

 
 
 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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祉国家型に大きく、強くすること
です。ところが、「素案」は、一方
で高齢者も負担する消費税を引き
上げろと言いながら、財政赤字の
大きな原因のひとつである法人税
を大幅に引き下げろと主張してい
るのです。「素案」のねらいが、高
齢化社会の社会保障の持続になど
ないことは見え見えです。
　次回は、「素案」のほかの危険な
中身を検討し、「一体改革」を強行
するために野田内閣がおこなおう
としているもくろみにもふれ、ま
とめとしましょう。

育費・軍事費などがあります。
　②の社会保障費や③の財政赤字
の増大の原因は、高齢化などとい
う理由ではなく、まず支え手で言
えば、個人・法人所得税の連続的
引き下げ、金融資産課税の減税な
ど、大企業の競争力をつけること
をねらった構造改革の結果にほか
なりません。おまけに日本はもと
もと福祉国家でなかったために企
業の社会保険料負担も他のＯＥＣ
Ｄ諸国と比べても軽いのが大きな
原因です。簡単に言えば、本来社
会保障や財政の主たる支え手であ
るべき、またあった、大企業や高
額所得者が逃げてしまって、逆に、
肩車の上に乗ってしまったところ
に、財政破綻の大きな原因がある
のです。肩車に乗っているほうで
は、政府は、②のように社会保障
費が上がったことだけを問題にし
ていますが、もともと日本での社
会保障費の額はＯＥＣＤ諸国と比
べてきわめて少なく、公共事業関
係費がべらぼうに大きかったこと
には口をつぐんでいます。
　だとすれば、④はどうするのか。
社会保障費を含む財政支出の担ぎ
手を大きくするしかありません。
それは、ＯＥＣＤ諸国と比べても
きわめて低い大企業の負担を、法
人税率の引き上げ、社会保険負担
引き上げ、金融資産課税、所得税
の累進制復活などで、担ぎ手を福

世代の担ぎ手減少、社会保障費増
大のための財政赤字拡大に対処す
るには、高齢者も含む「全員」が
負担を分かち合う消費税を引き上
げて社会保障財政支出増を支え、
また高齢者に偏る社会保障費も削
減して、社会保障財政を立て直し、
財政再建をしなければもたないと
いうわけです。
　この単純なロジックは、野田政
権で発明されたわけではありませ
んが、野田政権で消費税引き上げ
のほぼ唯一の口実としてクローズ
アップされ、しかもマスコミがこ
れでもかとばかり宣伝するに至っ
て広く普及しています。読者のみ
なさんもテレビニュースでこれを
聞いたことがあるでしょうし、消
費税引き上げも仕方ないかと思わ
れていませんか？
　しかしこれは、はっきり言って
まやかしです。①の肩車型社会。
これは社会の人口構成の問題で言
えば本当ですが、これと②の社会
保障費の増大、いわんや③の財政
赤字の増大は、みんな肩車の上が
大きくなるイメージがあるだけで、
はっきり言えば関係ありません。
強いて言えば、②の社会保障費の
増大の重要な部分は、たしかに年
金・介護・医療という高齢者３経
費の増大に負うところはあります
が、それだけです。②の社会保障
経費の支え手の弱体化も、③の財
政赤字の増大の原因のいずれもが、
現役世代が減少し、高齢者が負担
しないからではないからです。
　財政の担ぎ手は、個人所得税・
法人所得税という所得税、金融資
産も含めた資産税、そして消費税
が三本柱です。社会保険料も社会
保障財政では大きな比重を占めて
います。また、担がれるほうをみ
ても、たしかに社会保障費は大き
いですが、それに公共事業費・教

クレスコ編集委員会・全日本教職員組合編集
月刊『クレスコ』３月号より転載（大月書店発行）

わたなべ・おさむ
１９４７年生まれ。専門は政治学、憲法、日本近代政治史。
著書に『新自由主義か新福祉国家か―民主党政権下の日
本の行方』（共著、旬報社）、『憲法９条と２５条・その力
と可能性』（かもがわ出版）、『構造改革政治の時代―小
泉政権論』（花伝社）、『憲法「改正」―軍事大国化・構
造改革から改憲へ』、『安倍政権論―新自由主義から新保
守主義へ』（旬報社）ほか多数。
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資料1

行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律（通称、マイナンバー法）案

　政府は社会保障・税の共通番号制度を導入する「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律（通称、マイナンバー法）案」を２月１４日に国会に提出。２０１４年６月に国民１人１人に番号を交付し１５年１月に利用開始
する。ただし機微性の高い医療情報については特別法案を１３年度の国会に提出する。

■ 社会保障改革担当室　２０１２年２月１４日 ■
http://www.cas.go.jp/jp/houan/120214number/gaiyou.pdf
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資料2
国民健康保険法の一部を改正する法律案（概要）

　２月３日に国会提出された「国民健康保険法の一部を改正する法律案」の概要。同法は、社会保障・税一体改革に盛り込
まれた「市町村国保の低所得者保険料軽減の拡充など財政基盤の強化と財政運営の都道府県単位化」に対応するもの。法案
は、従来、国が暫定措置として実施してきた「財政基盤強化策」を恒久化。同時に、強化策のうち、一定額以上の医療費を
都道府県内の市町村の拠出によるプール金から負担する仕組み（保険財政共同安定化事業：現行１件３０万円以上の医療費を
対象）について、対象医療費を１件１円以上に拡大する。これにより、給付に関しては都道府県単位化がすすみ、同一都道
府県内の市町村間格差は最大１００→５０に縮小するとされる。また、定率国庫負担は、現行３４％から３２％に引き下げ、代わり
に都道府県調整交付金を現行７％から９％に引き上げて、財政調整機能を強化する。

■ 厚生労働省　２０１２年２月３日 ■
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r985200000210oo-att/2r985200000210rg.pdf
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２０１１年度　第１７回　２０１２年２月１４日
Ⅰ．文書報告
【総務部会】
１．前回理事会（１月24日）要録と決定事項の確認
２．週間行事予定表の確認
３．文化ハイキング下見（１月31日）状況
４．新規開業会員訪問（１月20日）状況
【経営部会】
１．金融共済委員会（１月25日）状況
２．保団連近畿ブロック共済担当事務局交流会（１

月27日）状況
３．保団連近畿ブロック経税担当事務局会議（１月

27日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談（①１月27日②２月９日）
状況

２．第278回関西医事法研究会・総会（１月28日）状況
【保険部会】
１．医事担当者勉強会（11月18日）状況
２．第５回医事担当者連絡会議（１月19日）状況
３．保険講習会Ｂ（１月21日）状況
４．第643回社会保険研究会（１月28日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．理事者申し合わせ事項実施の件
２．宇治久世医師会との懇談会（１月11日）状況確
認の件

３．第182回定時代議員会（１月26日）状況確認の件
４．総務部会（２月７日）状況確認の件
５．2011年度12月分収支月計表報告状況確認の件
６．下京西部医師会との懇談会（１月13日）状況確
認の件

７．左京医師会との懇談会（１月14日）状況確認の
件

８．１月度会員増減状況確認の件
　　△2012年１月31日付会員数＝2482人
９．会員入退会及び異動（１月24日～２月14日）に
関する承認の件

【経営部会】
１．税務講演会（１月19日）状況確認の件
２．経営部会（２月７日）状況確認の件
【医療安全対策部会】
１．医療安全対策部会（２月７日）状況確認の件

【政策部会】
１．保団連10～11年度第24回理事会（１月22日）状
況確認の件

２．保団連第44回定期大会（１月28・29日）状況確
認の件

３．１月度保団連・近畿ブロック会議（１月21日）
状況確認の件

４．出版編集会議（１月23日）状況確認の件
５．政策部会（２月７日）状況確認の件
６．『メディペーパー京都』第151号（第2810号）・
『京都保険医新聞』（第2811号）合評の件

【保険部会】
１．京都府生活保護医療機関個別指導立ち会い（１

月23日）状況確認の件
２．保険部会（２月３日）状況確認の件
Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．第11回文化講座開催の件
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談開催の件
【政策部会】
１．人体の不思議展ネットワーク損害賠償請求訴訟

判決傍聴の件
【保険部会】
１．京都府生活保護医療個別指導立ち会いの件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．国政をめぐって
２．地方自治体行政をめぐって
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．中医協総会概要報告
２．保険審査通信検討委員会（２月３日）状況確認

の件
Ⅵ．その他
１．「東日本大震災復興祈願の夕べ」への賛同の件
　　《以上２９件の議事について承認》

２０１１年度　第１８回　２０１２年２月２８日
Ⅰ．文書報告
【総務部会】
１．前回理事会（２月14日）要録と決定事項の確認
【経営部会】
１．白色確定申告書作成会（２月20日）状況
２．傷害疾病保険審査会（２月21日）状況
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３．金融共済委員会（２月22日）状況
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談（①２月14日②21日③23日）
状況

２．法律相談室（２月16日）状況
３．医療事故案件調査委員会（２月24日）状況
４．医師賠償責任保険処理室会（２月27日）状況
【保険部会】
１．保険講習会Ｂ（２月16日）状況
Ⅱ．確認・承認事項
【総務部会】
１．会員入退会及び異動（２月14日～２月28日）に
関する承認の件

２．右京医師会との懇談会（１月30日）状況確認の
件

３．西京医師会との懇談会（２月８日）状況確認の
件

４．東山医師会との懇談会（２月17日）状況確認の
件

５．綾部・福知山医師会との懇談会（２月４日）状
況確認の件

６．山科医師会との懇談会（２月９日）状況確認の
件

７．2011年度第10回正副理事長会議（２月16日）状
況確認の件

【経営部会】
１．第１回保団連共済部会（２月11日）状況確認の

件
２．保団連近畿ブロック大阪国税局交渉（２月15日）
状況確認の件

３．白色確定申告説明会（２月23日）状況確認の件
【医療安全対策部会】
１．臨時医療安全対策部会（２月20日）状況確認の

件
【政策部会】
１．人体の不思議展損害賠償請求訴訟判決及び報告

会（２月16日）状況確認の件
２．保団連・近畿ブロック2012年度総会・学習交流
会（２月18・19日）状況確認の件

３．第39回医療研究全国集会ｉｎ京都第２回現地実
行委員会（２月23日）状況確認の件

４．保団連第２回総務会議、第２回総務会議・医療
運動本部合同会議（２月23日）状況確認の件

５．環境対策委員会（２月17日）状況確認の件
６．『京都保険医新聞』（第2811号）合評の件

【保険部会】
１．保団連『点数表改定のポイント』第１次編集作

業（２月17～21日）状況確認の件
Ⅲ．開催・出席確認事項
【総務部会】
１．３月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
２．各部会開催の件
３．地区懇談会開催の件
４．文化ハイキング開催の件
【経営部会】
１．第59次保険医年金打ち合わせ会開催の件
【医療安全対策部会】
１．医療機関側との懇談開催の件
２．京都府医師会との懇談開催の件
３．和歌山県保険医協会向け医療安全研修会講師派

遣の件
４．2011年度医療安全シンポジウム開催の件
【政策部会】
１．３・３近畿総決起集会参加の件
２．保団連・近畿ブロック事務局長会議への出席の

件
３．臨時政策部会開催の件
４．介護保険改定等に関する学習会講師派遣の件
５．医療制度改革に関する学習会講師派遣の件
６．バイバイ原発３・10京都及び私たちの未来を考
える講演会出席の件

７．第13回反核医師近畿懇談会出席の件
８．第23回環境ハイキング開催の件
９．市民公開講演会「隠された被曝労働」開催の件
Ⅳ．医療政策関連情勢
１．医療・社会保障をめぐるこの間の動き
Ⅴ．診療報酬関連情報
１．2011年12月度国保合同審査委員会（12月19日）
状況

２．2012年１月度国保合同審査委員会（１月23日）
状況確認の件

３．理学療法士会・作業療法士会・言語聴覚士会と
の懇談会（２月18日）状況確認の件

Ⅵ．要討議事項
【総務部会】
１．会議室貸出に伴う賃料免除の件
２． 「保団連副会長選挙を巡る保団連会長並びに保

団連理事会の対応について」の意見書提出の件
　　《以上４２件の議事について承認》
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4月の相談室
担当＝坂本建築士４月１１日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築

担当＝三井生命ＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）４月１９日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝莇弁護士４月１９日（木）午後２時～法 律
担当＝本宮社会保険労務士４月１９日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝山口税理士４月２５日（水）午後２時～経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。

日　時　4月12日（木） 午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会 会議室

講　師　山口　稔 税理士
内　容　記帳の基本と意義、金銭出納帳・銀行帳の作成、記帳練習
持ち物　筆記用具、電卓
協　賛　有限会社アミス

税務記帳講習会 
  ～経営内容の把握は
      正確な記帳から

4月 1日より普及開始！

保険医年金
加入申込
期　　間

予定利率

4月1日（日）～6月20日（水）
1.258％　➡ 1.259％ 
※2012年９月１日付け加入です

月　払（満74歳以下の会員）

一時払（満79歳以下の会員で月払に加入している方）
1口 1万円　30口限度（30万円）

1口 50万円　毎回40口（2,000万円）
※ 手数料との関係で現在の利率が続くと仮定して、新たにご加入される月払につ
いては 4 年以上、一時払で 2 年以上の長期にわたって積立されることをお勧め
します。詳しくは、3 月末送付の年金パンフレットをご覧下さい。

現在ご加入の年金を一部あるいは全部解約し、新たに加入申込みされる場合
は6月11日（月）までに解約書類を協会事務局までご提出下さい。保険医
年金に関するお問い合わせは、京都府保険医協会・経営部会まで。

ご注意　
下さい！

三井生命保険株式会社（幹事） 27.69％
明治安田生命保険相互会社 32.91％
富国生命保険相互会社 17.90％
ソニー生命保険株式会社 1.00％
日本生命保険相互会社 12.50％
太陽生命保険株式会社 6.00％
第一生命保険株式会社 2.00％

新
引
受
割
合

お知らせ
2012年５月１日付で、下記の通り
シェア変更を行います。
予定利率も1.259％にアップ！

（2011年９月１日現在）　　 （2012年５月１日付変更）

 普及担当の生保営
業員がご説明に伺
った際には、ご面
談下さいますよう
お願いいたします。

４月のレセプト受取・締切
10日火

労
災

10日火9日月
基金
国保

◎◎○

※○は受付窓口設置日、 ◎は締切日。 
　　受付時間：基金　午前９時～午後５時３０分
　　　　　　　国保　午前８時３０分～午後５時１５分
　　　　　　　労災　午前９時～午後５時
※労災については、 ４月より締切を１０日としていますが、 
２０１２年９月までは、 経過措置期間として従来通り１２日ま
で受け付けます。 

各行事のお申込は、京都府保険医協会事務局（緯075  崖  212  崖  8877）まで。

要申込
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新しく医療機関に勤められた方のための研修会

　日　時　2012年4月1日（日） 午前１０ 時～午後３時 （予定）
　　　　　　※前日夜の天気予報で京都府南部の降水確率が
　　　　　　　60％以上の場合は中止
　集　合　午前１０ 時
　　　　　京都市営地下鉄・国際会館駅５番出口地上
　行　程　国際会館駅―宝が池公園―涌泉寺―妙円寺（松ヶ崎大黒天）―五山送り火・法火床―白

雲稲荷神社―松ヶ崎橋―赤山禅院（福禄寿）―修学院離宮前―音羽川砂防学習ゾーン―
曼殊院―曼殊院天満宮―京都武田薬物植物園―瓜生山―狸谷山不動院―八大神社・詩仙
堂―一乗寺下り松―白川通　〈約 10km・約４、５時間〉　途中離脱自由

　参加費　無料（交通費自弁）　昼食・飲物・雨具などは各自ご用意下さい
　共　催　京都府保険医協会　京都府歯科保険医協会

都の鬼門・比叡山麓の自然・歴史探訪
第 23回 環境ハイキングの ご 案内

日　時　① 〈１日目〉　5月15日（火）　午後２時～４時
　　　　② 〈２日目〉　5月17日（木）　午後２時～４時
場　所　京都府保険医協会　会議室
講　師　〈１日目〉保険医協会医療安全対策部会副理事長　林　一資氏 保険部会理事（調整中）
　　　　〈２日目〉元日本航空客室乗務員　茂木 治子氏
内　容　〈１日目〉「医事紛争から見た医療従事者としての心構え」
　　　　　　　　 「知っておきたい保険基礎知識（請求留意事項）」

　　　　〈２日目〉「医院・診療所での接遇マナー研修・初級編」
対　象　新入職員、研修会はじめての方
定　員　40人（要申込）　　　　協　賛　有限会社アミス

日　時　5月19日（土）　午後２時～５時
場　所　京都府保険医協会　会議室
内　容　①「雇われる立場」から「雇う立場」へ　～始めが肝心！スタッフ雇用の留意点～
　　　　　　ひろせ税理士法人／株式会社ひろせ総研　特定社会保険労務士　河原 義徳氏
　　　　②先輩開業医からのアドバイス
　　　　③地区医師会への入会手続き、保険医協会の共済制度について
参加費　会員：無料、非会員：2,000円
定　員　30人（要申込）　　　　共　催　有限会社アミス

開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開開業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業業ににににににににににににににににににににに必必必必必必必必必必必必必必必必必必必必必要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要要ななななななななななななななななななななな情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情情報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報ががががががががががががががががががががが盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛盛りりりりりりりりりりりりりりりりりりりりりだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだだくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくくさささささささささささささささささささささんんんんんんんんんんんんんんんんんんんんん!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!開業に必要な情報が盛りだくさん!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!!

新規開業予定者のための講習会

申込後にキャンセル
する場合も、ご連絡
をお願いします。

要申込
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市民公開講演会・反核京都医師の会第32回定期総会記念講演

　講師に、原子力発電所労働者の実態を長年取材している報道写真家、樋口健二氏
をお招きします。樋口氏は約40年前から原子力産業の労働実態を写真に記録してい
ます。防護服を身にまとった作業員が施設内部で働く様子や、全身に付着した放射
性物質をシャワーで洗い流す姿などを撮影。原発産業が、メーカーや電力会社から
元請け、下請け、孫請けに至る「重層的な差別構造の上に成り立っている」と批判
してきました。
　とりわけ東京電力福島第1原発事故後は、その活動が改めて注目され、2011年度
の「第17回平和・協同ジャーナリスト基金賞」を受賞。「何十万人もの労働者が日
本各地で稼働している原発の内部で、ボロ雑巾のごとく使い捨てにされ続けている」
と訴えています。 （写真は樋口氏の著書）

「隠された被曝労働」－日本の原発労働者－
講 師  　報道写真家   樋口 健二 氏

主　催 　反核京都医師の会　 京都府保険医協会 
　　　　 京都府歯科保険医協会

日　時 　2012年４月14日（土）　14：00～16：30
会　場 　京都市子育て支援総合センター

　　　  　こどもみらい館　第１研修室
●アクセス　地下鉄／丸太町駅　徒歩３分
　　　　　　市バス／烏丸丸太町下車　徒歩３分

参加費無料
（一般参加可）

要申込

　今回の文化ハイキングは、東山にある平家物語ゆかりの史跡を訪ね
て案内人とともに春の一日を、のんびりと過ごします。
　午前中は、三十三間堂、六波羅蜜寺などをめぐり、「長楽館」で昼食。
午後は八坂神社、長楽寺、建仁寺南門などを訪ねます。
　ご家族・スタッフの方々お誘いあわせ、ぜひご参加ください。なお、
全行程３㌔強あります。雨具のご用意とともに軽装で歩きやすい靴で
ご参加下さい。

　日　時　2012年4月2 2日（日） 午前９時 30 分～午後４時頃（雨天決行）
　行　程　参加費　5,000円（拝観料、昼食代含む）
　集　合　午前9時30分　三十三間堂前（大和大路七条南東角）
　　※先着定員20人、要申込
　主　催　（有）アミス　　　協　賛　京都府保険医協会

平家物語ゆかりの史跡を巡る文化ハイキング

写真は六波羅蜜寺
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2012年診療報酬改定 新点数検討会の開催案内
3ステップでより理解が深まる!
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2012年度診療報酬改定に対応して､ 京都府保険医協会では､ 改定のポイントをわかりや
すく解説する点数検討会を２月､ ３月､ ４月にわたり３段階で開催します｡ ぜひご参加く
ださい｡ 詳しくは､ 今月のグリーンペーパーをご確認ください｡
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改定後､ 初めてのレセプト提出を前に､ 新点数の運用とレセプト記載について詳しく解
説します｡
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※検討会当日は事前 (４月10日頃) に送付する ｢案内ハガキ｣
(下掲参照) をお持ち下さい｡ ハガキと引き換えにテキス
トを１冊無料でお渡しします｡ 当日ご参加でない場合は､
検討会開催後 (４月末日頃) の送付となりますのでご了承
下さい (１冊無料)｡ 検討会当日も販売します (会員価格：
１冊1,500円)｡

��
��

申し込みは
お早めに！
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